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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

  

 

第一部 【企業情報】

回次 第68期 第69期 第70期 第71期 第72期

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

(1) 連結経営指標等

売上高 (百万円) 95,119 114,027 136,619 153,072 159,411

経常利益 (百万円) 3,180 4,529 6,900 6,281 5,386

当期純利益 (百万円) 1,372 2,538 3,587 2,811 3,027

純資産額 (百万円) 23,618 30,368 34,431 38,014 38,651

総資産額 (百万円) 50,575 62,998 69,765 73,861 82,136

１株当たり純資産額 (円) 1,672.15 1,919.25 1,064.55 1,168.94 1,251.87

１株当たり当期純利益 (円) 94.90 164.19 110.85 85.25 95.42

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

(円) ― 164.15 109.72 84.91 ―

自己資本比率 (％) 46.7 48.2 49.4 51.5 46.8

自己資本利益率 (％) 5.9 9.4 11.1 7.8 7.9

株価収益率 (倍) 22.3 26.1 22.6 20.3 16.2

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △ 3,166 △   174 2,747 2,680 6,152

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △   841 △ 2,064 △ 2,510 △ 1,005 △   454

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 18 4,589 874 △ 1,431 △ 1,752

現金及び現金同等物の 
期末残高

(百万円) 5,402 7,497 8,587 9,301 13,313

従業員数 (名)
1,446
(311)

2,048
(380)

2,807
(―)

2,711
(―)

2,739
(―)

(2) 提出会社の経営指標等

売上高 (百万円) 86,839 103,958 117,361 125,577 131,487

経常利益 (百万円) 3,558 3,824 4,605 3,418 3,075

当期純利益 (百万円) 1,935 2,155 1,844 1,331 1,977

資本金 (百万円) 3,441 5,721 6,268 6,409 6,409

発行済株式総数 (株) 14,107,220 15,807,220 32,310,840 32,489,640 32,489,640

純資産額 (百万円) 23,373 30,083 32,445 33,877 32,964

総資産額 (百万円) 45,574 56,700 59,458 60,981 66,336

１株当たり純資産額 (円) 1,654.95 1,901.72 1,003.48 1,042.04 1,074.42

１株当たり配当額
(内１株当たり中間配当額)

(円) 
(円)

26.00
(13.00)

28.00
(14.00)

22.00
(14.00)

18.00
( 8.00)

22.00
( 11.00)

１株当たり当期純利益 (円) 135.06 139.63 56.81 40.13 62.31

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ― 139.60 56.22 39.97 ―

自己資本比率 (％) 51.3 53.1 54.6 55.6 49.7

自己資本利益率 (％) 8.5 8.1 5.9 4.0 5.9

株価収益率 (倍) 15.7 30.7 44.2 43.2 24.9

配当性向 (％) 19.3 20.1 26.4 44.9 35.3

従業員数 (名) 306 335 371 404 416



(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 平成15年３月期の潜在株式調整後の１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載して

おりません。 

３ 平成19年３月期の潜在株式調整後の１株当たり当期純利益については、希薄化効果を有している潜在株式が

存在しないため記載しておりません。 

４ 従業員数は就業人員数を表示しております。なお、( )は臨時従業員の平均雇用人員(外書)であります。 

  臨時従業員が就業員人員数の10／100未満のため平成17年３月期、平成18年３月期、平成19年３月期では、

記載を省略しております。 

５ 平成16年３月期の１株当たり配当額28円は、本社機構東京移転記念配当１円を含んでおります。 

６ 平成17年３月期については、平成16年11月19日付で株式１株を２株に株式分割を行い、16,007,720株を発行

いたしました。なお、１株当たり当期純利益及び連結ベースの１株当たり当期純利益並びに配当性向は期首

に分割が行われたものとして計算しております。 

７ 純資産額の算定にあたり、平成19年３月期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業

会計基準第５号 平成17年12月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指

針」（企業会計基準適用指針第８号 平成17年12月９日）を適用しております。 

  

  



２ 【沿革】 

当社は、昭和20年10月黒田善一郎が、大阪市阿倍野区においてベークライト板等電気絶縁材料の卸売を

目的として、当社の前身であります黒田商事営業所(個人経営)を創業したのに始まります。その後昭和22

年３月黒田商事株式会社を設立いたしました。 

設立以降の沿革は、次のとおりであります。 

  

 
  

年月 概要

昭和22年３月 黒田商事株式会社を設立

昭和22年９月 東京都品川区に東京営業所を開設、関東地区での営業を開始、その後全国各地に営業拠点を開設

昭和23年６月 

 

黒田電気株式会社に商号を変更し、電気絶縁材料、オートメーション機器、化学材料全般の販売

体制を確立

昭和24年11月 鍋島石材興業株式会社を吸収合併

昭和31年３月 株式会社桂製作所を買収し、黒田工業株式会社を設立、生産部門に進出

昭和38年９月 塗料部門を分離し、黒田工業株式会社と併合して黒田化学株式会社を設立

昭和40年９月 貿易部を新設し、海外へ販路を拡大

昭和45年11月 本社を大阪市淀川区に移転

昭和52年９月 黒田化学株式会社を合併

昭和53年７月 シンガポールにZ.クロダ(シンガポール)PTE.LTD.を設立(現 連結子会社)

昭和54年９月 貿易部門を分離し、黒田貿易株式会社を設立

平成２年５月 タイにZ.クロダ(タイランド)CO.,LTD.を設立(現 連結子会社)

平成３年３月 タイにZ.クロダ エレクトリックCO.,LTD.を設立(現 連結子会社)

平成５年12月 中国に黒田電气(上海)有限公司を設立(現 連結子会社)

平成６年３月 決算期を９月20日から３月31日に変更

平成６年４月 黒田貿易株式会社を合併

平成７年11月 香港に黒田電气(香港)有限公司を設立(現 連結子会社)

平成８年６月 英訳名をKURODA ELECTRIC CO.,LTD.とする

平成８年10月 大阪証券取引所市場第二部に上場

平成11年８月 米国にクロダ エレクトリックU.S.A.INC.を設立(現 連結子会社)

平成11年11月 台湾に台湾黒田電器股份有限公司を設立(現 連結子会社)

平成12年３月 東京証券取引所市場第一部に上場、大阪証券取引所市場第一部銘柄に指定

平成12年４月 黒田テクノ株式会社を設立(現 連結子会社)

平成13年３月 中国に上海黒田貿易有限公司を設立(現 連結子会社)

平成14年５月 中国に広州黒田電子有限公司を設立(現 連結子会社)

平成15年５月 本社機構を東京都港区に移転

平成15年６月 フィリピンにクロダ エレクトリック フィリピンズ, INC.を設立（現 連結子会社）

平成15年９月 株式会社コムラテックの株式を取得し、子会社とする（現 連結子会社)

平成16年４月 大韓民国にクロダ エレクトリック コリア INC.を設立（現 連結子会社)

平成17年５月 中国に黒田電气貿易（無錫）有限公司を設立

平成17年７月 中国に黒田電气（中国）有限公司を設立

平成17年８月 中国に天津黒田貿易有限公司を設立

平成17年９月 中国に大連黒田貿易有限公司を設立

平成17年９月 中国に凱欣自動化技術（深圳）有限公司を設立

平成18年１月 タイにクロダ シンセイ（タイランド）CO.,LTDを設立

平成18年６月 チェコにクロダ エレクトリック チェコ s.r.o.を設立



３ 【事業の内容】 
  

当社の企業集団は、当社と連結子会社14社及び非連結子会社7社で構成され、電気材料、一般電子部品、半導体、機
器・装置等の加工・販売及び輸出入を主な事業としております。  
(1) 当社  
 当社は、主として電気材料、一般電子部品、半導体、機器・装置等を仕入先及び関係会社から仕入れ、国内外の顧
客及び関係会社に販売しております。  
(2) 海外関係会社  
 海外関係会社は、連結子会社12社及び非連結子会社7社であります。  
 各社はその所在地国と周辺国の日系企業を中心に電気材料、一般電子部品、半導体、機器・装置等の販売、あるい
は加工設備を有し、電気・電子材料等の複合化加工品の製造・販売を行っております。  
 Ｚ.クロダ(シンガポール)PTE.LTD.は、加工機能を有した電気材料、一般電子部品等の販売会社で、シンガポール、
マレーシアを中心にインドネシア等へ販路を拡大しております。  
 Ｚ.クロダ(タイランド)CO.,LTD.は、精密金属プレス加工品、精密成型加工品、インシュレーション加工を中心に、
黒田電气(上海)有限公司は、中・小型液晶用バックライトユニットの事業を行っております。広州黒田電子有限公司
及びクロダホウヨウ(フィリピン)INC.はインシュレーション加工を行っております。凱欣自動化技術(深圳)有限公司
は、機器・装置等の製造を行っております。クロダシンセイ(タイランド)CO.,LTD.は、メッキ加工を行っておりま
す。  
 タイのＺ.クロダ エレクトリックCO.,LTD.、クロダ エレクトリックU.S.A.INC.、黒田電气(香港)有限公司、上海黒
田貿易有限公司、クロダ エレクトリック フィリピンズ,INC.、クロダ エレクトリック コリア INC.、台湾黒田電器
股份有限公司、他４社は、電気材料、一般電子部品、半導体、機械・装置等の販売会社であり、当社取扱商品の各々
の国における販売とともに当社への供給を目的としております。  
 黒田電气(中国)有限公司は、投資性公司であります。  
(3) 国内関係会社  
 国内関係会社は、連結子会社2社であります。  
 黒田テクノ株式会社は、バックライト等のオプティカル製品、電子モジュール並びに機器・装置等の製造販売を行
っております。株式会社コムラテックは、液晶用特殊印刷版の製造販売を行っております。  

  
  

 

  



４ 【関係会社の状況】 

  

 
(注) １ 上記のうち、黒田電气(上海)有限公司、Z.クロダ(タイランド)CO.,LTD.、クロダ ホウヨウ(フィリピンズ)

INC.は、特定子会社であります。 

２ 上記子会社等は有価証券届出書又は有価証券報告書を提出しておりません。 

３ 議決権の所有割合の( )内は間接所有の割合であり、内数であります。 

４ 黒田電气(香港)有限公司については、売上高(連結会社相互間の内部売上高を除く)の連結売上高に占める割

合が10％を超えております。 

 

名称 住所
資本金又は
出資金

主要な事業
の内容

議決権の
所有割合 
(％)

関係内容

(連結子会社)

Z.クロダ(シンガポール)
PTE.LTD.

シンガポール
シンガポールドル

600千

電気材料、一般電子
部品、半導体、その
他商品の卸売及び加
工、販売

100.0
商品の販売、商品・加工品
の購入

黒田電气(上海)有限公司 
(注)１

中国 
上海市

米ドル
9,340千

電気・電子材料等の
複合化加工品の製
作、販売

100.0
商品の販売、加工品の購入
役員兼務１名

黒田電气(香港)有限公司 香港
香港ドル
4,000千

電気材料、一般電子
部品、半導体、その
他商品の卸売

100.0
商品の販売、商品の購入
役員兼務１名

Z.クロダ(タイランド)CO.,LTD. 
(注)１

タイ 
アユタヤ州

タイバーツ
250,000千

電気・電子材料等の
複合化加工品の製
作、販売

100.0
(15.5)

商品の販売、加工品の購入

クロダ ホウヨウ(フィリピン
ズ)INC. 
(注)１

フィリピン
ラグナ州

フィリピンペソ
180,000千

電気・電子材料等の
複合化加工品の製
作、販売

100.0
(25.0)

商品の販売、加工品の購
入、資金の貸付

Z.クロダ エレクトリック
CO.,LTD. 
 

タイ 
バンコク市

タイバーツ
100,000千

電気材料、一般電子
部品、半導体、その
他商品の卸売

93.5
(86.8)

商品の販売、商品の購入

クロダ エレクトリック
U.S.A.INC.

アメリカ合衆国 
カリフォルニア州

米ドル
1,500千

電気材料、一般電子
部品、半導体、その
他商品の卸売

100.0 商品の販売、商品の購入

台湾黒田電器股份有限公司
台湾 
台北市

台湾ドル
30,000千

電気材料、一般電子
部品、半導体、その
他商品の卸売

100.0
商品の販売、商品の購入、
資金の貸付

黒田テクノ株式会社
東京都 
品川区

円
200百万

半導体、自動機械、
その他製品の製作、
販売

100.0

商品の販売、自動機械、そ
の他製品の購入、設備の賃
貸、資金の貸付 
 

上海黒田貿易有限公司
中国 
上海市

米ドル
1,200千

電気材料、一般電子
部品、半導体、その
他商品の卸売

 100.0
(10.0)

商品の販売、商品の購入
役員兼務１名

広州黒田電子有限公司
中国 
広東省

米ドル
569千

電気・電子材料等
の複合化加工品の 
製作、販売

100.0
(100.0)

商品の販売
役員兼務１名

クロダ エレクトリック  
フィリピンズ, INC.

フィリピン
ラグナ州

フィリピンペソ
10,542千

電気材料、一般電子
部品、半導体、その
他商品の卸売

100.0 商品の販売、商品の購入

株式会社コムラテック
大阪府 
東大阪市

円
20百万

液晶用特殊版材の
製造販売

90.0 商品の販売、製品の購入

クロダ エレクトリック  
コリア INC.

大韓民国
ソウル

ウォン
750,000千

電気材料、一般電子
部品、半導体、 
その他商品の卸売

100.0 商品の販売、商品の購入

主要な損益情報等① 売上高 19,100 百万円
② 経常利益 683 百万円
③ 当期純利益 571 百万円
④ 純資産額 2,044 百万円
⑤ 総資産額 6,791 百万円



５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 当社グループは事業の種類別セグメント情報の記載を省略しておりますので、従業員数は連結会社の合計 

で記載しております。 

   ２ 臨時従業員の当連結会計年度における平均雇用人員数は、従業員数の10/100未満のため記載を省略しており

ます。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員であります。 

２ 臨時従業員の当事業年度における平均雇用人員数は、従業員数の10/100未満のため記載を省略しておりま

す。 

３ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

  

(3) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  

従業員数(名)

2,739

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

416 36.4 10.7 6,536,338



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当連結会計年度における世界経済は、原油価格の高騰や米国景気の先行き不透明感の強まりなどがあ

りましたが、中国を初めアジア経済は総じて堅調に推移いたしました。  

 一方、我が国経済は、企業収益が高水準で推移する中、設備投資は引き続き拡大し、また個人消費も

底堅く概ね順調に推移いたしました。  

 当社グループ関連業界のうちエレクトロニクス業界は、液晶テレビに代表されるフラットパネルディ

スプレイやデジタル家電、ハードディスクドライブ、自動車分野等が好調に推移し、これらの液晶関連

部材や半導体・電子部品、電気材料についても、同様に市場成長に支えられ堅調に推移いたしました。 

 このような状況の中で、当社グループは業界・業種毎に区分したグローバルな営業本部制を新たに導

入し、戦略・情報の一元管理を行うことで、売上高の拡大と収益の追求を図ってまいりました。  

 この結果、当連結会計年度の業績につきましては、売上高1,594億11百万円（前期比4.1％増）となり

ました。  

利益につきましては、得意先の海外展開による輸出増加に伴う物流費等販管費が増加し、営業利益は55

億23百万円（前期比8.0％減）、経常利益は53億86百万円（前期比14.2％減）、当期純利益は30億27百

万円（前期比7.7％増）となりました。  

 品目別の売上は、次のとおりであります。なお、事業の種類別セグメントの区分は記載しておりませ

ん。  

 電気材料は、フラットパネルディスプレイやデジタル家電、自動車関連で増加したことにより、前期

比13.2％増の699億26百万円となりました。  

 一般電子部品は、基板アッセンブリやフェライトコア・ＬＣＲ部品の売上低迷により、前期比3.6％

減の430億48百万円となりました。  

 半導体は、カーナビゲーション用ＴＦＴの売上低迷により、前期比8.0％減の354億94百万円となりま

した。  

 その他の商品は、ハードディスクドライブメーカの工場立上げに合わせて組立設備を受注納入したこ

とにより、前期比36.1％増の109億40百万円となりました。  

  

また、所在地別セグメント業績は次のとおりであります。 

① 日本 

フラットパネルディスプレイに代表される液晶パネル向け部材や、自動車関連、情報通信機器関

連向け部材が増加いたしましたが、アジア向けの生産移管が進んだことから、売上高は1,047億67

百万円（前期比4.4%減）となり、また輸出増加に伴う販売及び管理費の増加により、営業利益は39

億79百万円（前期比19.1%減）となりました。 

② アジア 

日本からの生産移管が進んだことから売上高は544億65百万円（前期比25.6%増）、営業利益14億

14百万円（前期比50.6%増）となりました。 

③ 北米 

日本向けパソコン関連の既存部材減少に変わり、米国内でのパソコン向け新規部品の投入によっ

て、売上高は1億78百万円（前期比0.6%増）と前期並みに持ち直しましたが、粗利益率の低下に伴

い営業利益は9百万円（前期比56.9%減）となりました。 

   

  



(2) キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、133億13百

万円と前連結会計年度と比べ40億11百万円の増加（43.1％）となりました。  

 営業活動によるキャッシュ・フローは、61億52百万円の資金の増加(前連結会計年度は26億80百万円

増加)となりました。これは、主に税金等調整前当期純利益52億18百万円に対し、売上債権の増加額27

億53百万円、たな卸資産の増加額31億43百万円等のマイナス要因があったものの、仕入債務の増加額68

億42百万円等のプラス要因があったためであります。  

 投資活動によるキャッシュ・フローは、4億54百万円の資金の減少（前連結会計年度は10億5百万円減

少）となりました。これは、投資有価証券の売却による収入20億40百万円の増加要因に対し、有形固定

資産の取得による支出7億84百万円、投資有価証券の取得による支出13億21百万円及び貸付による支出3

億68百万円等の減少要因があったためであります。  

 財務活動によるキャッシュ・フローは、17億52百万円の資金の減少（前連結会計年度は14億31百万円

減少）となりました。これは、主に短期借入金の純増加額11億20百万円に対して長期借入金の返済によ

る支出2億62百万円、自己株式の取得による純支出19億1百万円及び配当金の支払額6億82百万円による

ものであります。  

  

  

  

  

  

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当連結会計年度における生産実績を品目別に示すと次のとおりであります。 

  

 
(注) １ 金額は販売価額によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注実績 

当連結会計年度における受注実績を品目別に示すと次のとおりであります。 

  

 
(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 販売実績 

当連結会計年度における販売実績を品目別に示すと次のとおりであります。 

  

 
(注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合 

  

 
  

品目 生産高(百万円) 前年同期比(％)

電気材料 5,451 92.4

一般電子部品 12,578 117.5

その他 4,764 198.3

合計 22,794 119.9

品目 受注高(百万円) 前年同期比(％) 受注残高(百万円) 前年同期比(％)

電気材料 5,417 100.1 165 83.2

一般電子部品 12,389 123.1 773 66.8

その他 5,038 216.7 890 144.8

合計 22,844 128.4 1,830 92.7

品目 販売高(百万円) 前年同期比(％)

電気材料 69,926  113.2 

一般電子部品 43,048  96.4 

半導体 35,494  92.0 

その他 10,940  136.1 

合計 159,411  104.1 

相手先
前連結会計年度 当連結会計年度

販売高(百万円) 割合(％) 販売高(百万円) 割合(％)

㈱デンソー 14,752 9.6 17,533 11.0



３ 【対処すべき課題】 

当社グループの関係するエレクトロニクス業界の中で重点販売戦略分野と位置付けている液晶・プラズ

マディスプレイ市場、カーナビ市場、パソコン・携帯端末市場、並びにハードディスクの市場は、いずれ

も年率110～140％前後の大幅な伸長が見込まれ、設計・開発・生産・販売拠点共に世界レベルで急激な広

がりを見せております。当社グループはこの急速なグローバル化に対応した事業活動とサービス体制を構

築し、これら成長著しい重点販売戦略分野とその地域に経営資源の集中を図り、グローバルな事業拡大を

目指してまいります。  

 当社グループは、グローバルな営業体制を構築するため、国内外を一元化した業界・業種別の「営業本

部制」を導入いたしました。業界及び業種セグメント別にグローバルな情報・営業戦略等を一元管理し営

業活動をより強化し、全体 適を追求することにより、当社グループの売上拡大と利益追求を図ることを

目指してまいります。  

 また、当社は平成18年6月29日より委員会設置会社へと移行いたしました。経営監督と執行責任の分離

を行い、取締役と執行役の権限及び責任が明確となり、経営と執行に対する透明性と機動性が大幅に向上

いたしました。  

 このような体制の下、当社グループは、次の5項目を今後の企業集団の対処すべき重点課題と位置づけ

企業活動を展開し、売上と利益の拡大を図り株主価値の向上に努めてまいります。  

 ①グローバルな全体 適の追求及び企業価値の向上  

 ②利益を重視した投資と資源配分  

 ③営業体制の強化と海外拠点戦略の構築  

 ④海外物流体制の構築  

 ⑤企業の社会的責任及び内部統制システムの構築  

  

４ 【事業等のリスク】 

以下の文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日現在において当社グループが判断し

たものであります。 

① 当社グループの海外戦略について 

当社グループは当社及び連結子会社14社、非連結子会社7社により構成され、電気材料、一般電子部

品、半導体、機器・装置等の加工・販売及び輸出入を主な事業とし、各社の所在地国及び周辺の日系企

業及びその関連企業を中心に営業活動を行っております。 

当社は、顧客企業の海外への生産拠点移転の動向に対応するため、昭和53年７月のZ.クロダ（シンガ

ポール）PTE.LTD.の設立以降、アジア及び北米地域に海外子会社の設立等を進めてまいりました。特

に、シンガポール、タイ、中国、台湾等のアジア地域の海外子会社において、ハードディスクドライブ

向けの部材や樹脂フイルム、バックライト等のオプティカル製品等の生産・販売体制を強化するため、

人材の補強・拠点の新設等を行ってまいりました。平成19年３月期におけるアジア地域の売上高は559

億14百万円、営業利益は14億14百万円、資産は250億65百万円となっております。 

当社グループは今後もグローバル化を推し進め、海外での生産・販売体制を強化してまいりますが、

進出先での顧客企業の生産計画、新たな販売先の開拓、供給体制の整備等が計画通りに進まない場合、

また、政府の規制や経済情勢の変化等により、当社グループの経営成績及び財政状態は影響を受ける可

能性があります。 

  

② 為替変動による影響について 

平成18年３月期及び平成19年３月期における当社の輸出比率はそれぞれ32.7％、39.0％であります

が、当社から海外子会社に対する部材等の輸出が増加することにより、当社の業績が従来よりも為替変

動の影響を受けやすくなる可能性があります。また、平成18年３月期及び平成19年３月期における連結

海外売上高比率はそれぞれ41.8％、46.5％でありますが、今後も連結海外売上高比率が上昇し、連結業

績が為替変動の影響を受けやすくなる可能性があります。 



５ 【経営上の重要な契約等】 

(提出会社) 

主な販売等の契約は、次のとおりであります。 

  

 
  

６ 【研究開発活動】 

特に記載すべき事項はありません。 

  

７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

(1) 財政状態 

（流動資産） 

当連結会計年度末の流動資産は695億82百万円と前連結会計年度末に比べ105億35百万円（17.8％）

増加いたしました。 

流動資産増加の主な要因は、現金及び預金（93億52百万円から133億13百万円へ39億61百万円

増）、たな卸資産（85億88百万円から114億85百万円へ28億96百万円増）、受取手形及び売掛金（398

億28百万円から426億29百万円へ28億円増）の増加によるものであります。 

現金及び預金増加の主な要因は、期末日が休日であったことによる支払手形及び買掛金の増加によ

るものであります。 

たな卸資産増加の主な要因は、売上の増加によるものであります。 

受取手形及び売掛金増加の主な要因は、期末日が休日であったことによるものであります。 

  

仕入先 取扱商品 契約の種類 契約期間

シャープ㈱ 電子部品 売買契約

昭和50年８月１日から１カ年
間。ただし、期間満了の１カ月
前までに解約の意思表示がない
限り、１年間の自動更新。

住友スリーエム㈱

コネクター、工業用・電気用テー
プ、接着剤、静電気対策品、フレ
キシブル永久磁石及びそれらの関
連商品

特約店基本契約

昭和57年９月１日から１カ年
間。ただし、期間満了の１カ月
前までに解約の意思表示がない
限り、１年間の自動更新。

住友ベークライト㈱
フェノール樹脂積層板、成形材
料、プリント回路積層板

販売店契約

昭和39年４月１日から１カ年
間。ただし、期間満了時に解約
の意思表示がなされない限り自
動更新。

住友電気工業㈱
電子ワイヤーを中心としたチュー
ブ・電線類及びその付属品

特約販売契約

平成８年３月19日から１カ年
間。ただし、期間満了の３カ月
前までに解約の意思表示がない
限り、１年間の自動更新。

大日本インキ化学工業㈱ 成形樹脂
売買取引基本
契約

平成８年３月１日から常時１カ
月前の事前通知で解約されるま
で。

㈱リテルヒューズ
エレクトロニクス市場用ヒューズ
他

代理店契約

平成12年６月20日から１カ年
間。ただし、期間満了の30日前
までに解約の意思表示がない限
り、１年間の自動更新。



（固定資産） 

当連結会計年度末の固定資産は125億53百万円と前連結会計年度末に比べ22億60百万円（15.3％）

減少いたしました。 

固定資産減少の主な要因は、有形固定資産（94億19百万円から82億49百万円へ11億70百万円減）、

投資その他の資産（46億22百万円から36億67百万円へ9億54百万円減）の減少によるものでありま

す。 

有形固定資産減少の主な要因は、構造改革に伴う資産の除売却によるものであります。 

  

（流動負債） 

当連結会計年度末の流動負債は420億17百万円と前連結会計年度末に比べ77億75百万円（22.7％）

増加いたしました。 

流動負債増加の主な要因は、期末日が休日であったことによる支払手形及び買掛金（286億65百万

円から360億51百万円へ73億86百万円増）の増加によるものであります。 

  

（純資産） 

当連結会計年度末の純資産は386億51百万円となりました。連結財務諸表規則の改正により資本の

部は純資産の部となり、純資産には少数株主持分が含まれております。従来の資本の部に相当する金

額は384億9百万円であり、前連結会計年度末に比べ3億95百万円（1.0％）増加いたしました。 

これは、自己株式（△12百万円から△19億2百万円へ18億90万円減）の取得による減少要因に対

し、利益剰余金（242億68百万円から265億88百万円へ23億20百万円増）の増加要因があったためであ

ります。 

  

(2) 経営成績 

当連結会計年度における売上高は1,594億11百万円、売上総利益は188億50百万円となり、販売費及

び一般管理費は、輸出売上の増加に伴う荷造・運搬費等の増加により133億27百万円となり、売上総

利益から販売費及び一般管理費を控除した営業利益は55億23百万円となりました。 

営業外損益は1億36百万円の損失計上となりました。 

その結果、経常利益は53億86百万円となり、売上高経常利益率は3.4％となりました。 

また、特別利益13億61百万円から特別損失15億30百万円を差し引いた純額は1億68百万円の損失計

上となり、税金等調整前当期純利益は52億18百万円となりました。特別利益の主なものは、投資有価

証券売却益8億28百万円、保険積立金解約益5億27百万円であり、特別損失の主なものは、構造改革費

用11億44百万円、投資有価証券評価損1億71百万円、固定資産除却損1億22百万円であります。法人

税、住民税及び事業税や法人税等調整額、少数株主利益を差し引いた当期純利益は30億27百万円とな

りました。 

なお、売上高の概況につきましては、「第2 事業の状況」「1 業績等の概要」に記載しておりま

す。 

  

  

  

  

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当社グループは、国内子会社における新工場の建設及び製造設備の増設等を中心に10億86百万円の設備

投資を実施いたしました。 

当社グループは事業の種類別セグメント情報の記載を省略しておりますので、設備投資等の概要は一括

で記載しております。以下「２ 主要な設備の状況」及び「３ 設備の新設、除却等の計画」も同様であ

ります。 

  

２ 【主要な設備の状況】 

(1) 提出会社 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 帳簿価額のうち「その他」は、工具・器具及び備品の合計であります。なお、金額には消費税等は含まれて

おりません。 

２ 建物の一部を賃借しております。年間賃借料は363百万円であります。 

３ 連結子会社である黒田テクノ㈱に賃貸しております。 

４ 「土地の再評価に関する法律」(平成10年３月31日公布法律第34号)に基づき、事業用の土地の再評価を行っ

ております。評価方法等につきましては、連結貸借対照表及び貸借対照表関係の注記事項に記載しておりま

す。 

５ 上記のほか、主要なリース設備は次のとおりであります。 

  

 
  

事業所名 

(所在地)
設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業員数 

(名)建物 

及び構築物

機械装置 

及び運搬具

土地 

(面積㎡)
その他 合計

本社 

(東京都港区)  (注)２
統括業務施設 13 ―

―
(―)

11 25 58

東京 

(東京都港区) 

他25拠点  (注)２、４

販売設備 636 26
1,212

(5,174)
403 2,279 358

賃貸設備 

(山梨県富士河口湖町) 

他１拠点  (注)３、４

電子部品 

製造設備
347 2

376
(7,189)

1 728 ―

賃貸設備 

(東京都港区及び中野区) 

        (注)４

賃貸建物 168 ―
274

(484)
― 443 ―

設備の内容 年間リース料(百万円)

事務処理用電算機システム 85

車輛 70



(2) 国内子会社 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 帳簿価額のうち「その他」は、工具・器具及び備品と建設仮勘定の合計であります。なお、金額には消費税

等は含まれておりません。 

２ 上記の他、主要な設備のうち連結会社以外から賃貸している設備の内容は、下記のとおりであります。 

 
  

(3) 在外子会社 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 帳簿価額のうち「その他」は、工具・器具及び備品の合計であります。なお、金額には消費税等は含まれて

おりません。 

２ 建物の一部を賃借しております。年間賃借料は9百万円であります。 

３ 土地を賃借しております。年間の賃借料は7百万円であります。賃借している土地の面積については〔 〕

で外書しております。 

４ 土地使用権を購入し、無形固定資産に計上しております。土地の面積については〔 〕で外書しておりま

す。 

  

３ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設等 

記載すべき重要な設備の新設等はありません。 

  

(2) 重要な設備の除却等 

記載すべき重要な設備の除却等はありません。 

  

事業所名 
(所在地)

設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業員数
(名)建物 

及び構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積㎡)

その他 合計

黒田テクノ㈱
(山梨県富士河口湖町)

電子部品 
製造設備

2 15
―
(―)

9 27 61

㈱コムラテック 
(大阪府東大阪市)

電子部品 
製造設備

1,163 405
502

(5,224)
40 2,112 85

会社名 設備の内容 年間リース料(百万円）

黒田テクノ㈱
電子部品 
製造設備

81

㈱コムラテック
電子部品 
製造設備

98

事業所名 
(所在地)

設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業員数
(名)建物 

及び構築物
機械装置

及び運搬具
土地

(面積㎡)
その他 合計

Z.クロダ(シンガポール) 
PTE.LTD.     (注)３

販売設備 
及び加工 
設備

568 26 ―
〔3,400〕

18 613 71

黒田電气(上海) 
有限公司   (注)２、４

加工設備 290 59 ―
〔10,029〕

13 363 256

Z.クロダ 
(タイランド)CO.,LTD.

加工設備 697 724 73
(16,165) 30 1,526 1,335



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

  

  

② 【発行済株式】 

  

 
(注) １ 提出日現在の発行数には、平成19年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使によ  

  り発行された株式数は、含まれておりません。                               

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

当社は、平成13年改正旧商法に基づき新株予約権を発行しております。 
  

 
  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 120,000,000

計 120,000,000

種類
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成19年３月31日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年６月29日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 32,489,640 32,519,440

東京証券取引所
市場第一部 
大阪証券取引所 
市場第一部

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式

計 32,489,640 32,519,440 ― ―

株主総会の特別決議日(平成14年６月27日)

事業年度末現在
(平成19年３月31日)

提出日の前月末現在 
(平成19年５月31日)

新株予約権の数(個) 2,306 (注)１ 2,157 (注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 461,200 (注)２ 431,400 (注)２

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり1,572 (注)３ 同左

新株予約権の行使期間
自 平成16年７月１日
至 平成19年６月30日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格  1,572
資本組入額  786

同左



 
(注) １ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、200株であります。 

２ 当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整するものとします。た
だし、かかる調整は本件新株予約権のうち、当該時点で権利行使していない新株予約権の目的たる株式の数
についてのみ行われ、調整の結果１株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものとします。 

 
３ 新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整

により生じる１円未満の端数は切り上げるものとします。 

 
  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

株主総会の特別決議日(平成14年６月27日)

事業年度末現在
(平成19年３月31日)

提出日の前月末現在 
(平成19年５月31日)

新株予約権の行使の条件

 新株予約権の割当を受けた
者は、権利行使時において
も、当社の取締役、監査役ま
たは従業員あるいは当社子会
社の取締役の地位にあること
を要する。ただし、任期満了
による退任、定年退職その他
正当な理由による場合には、
退任または退職後２年間(た
だし、平成19年６月30日を超
えることはない。)は本新株
予約権の行使を認めるものと
する。 
 その他の権利行使の条件
は、本総会および新株予約権
発行の取締役会決議に基づ
き、当社と新株予約権の割当
を受けた者との間で締結する
「新株予約権割当契約」で定
めるところによる。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するとき
は、取締役会の承認を要する
ものとする。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項

― ―

調整後株式数＝調整前株式数× 分割(または併合)の比率

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割・併合の比率



(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
(注) １  有償一般募集 発行価格2,813円 発行価額2,682円 資本組入額1,341円 

２ 第三者割当 発行価格2,813円 発行価額2,682円 資本組入額1,341円(オーバーアロットメントによる売出
し) 
割当先 大和証券エスエムビーシー株式会社 

３ 新株予約権による増加であります。 
４ 平成16年11月19日に、平成16年９月30日 終の株主名簿及び実質株主名簿に記載または記録された株主に対

し、所有株式数を１株につき２株の割合をもって分割いたしました。 
５ 平成19年4月1日から平成19年5月31日までの間に、新株予約権の行使により発行済株式総数が 29千株、資本

金及び資本準備金がそれぞれ 23百万円増加しております。 

  

  

(5) 【所有者別状況】 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 自己株式 1,808,050株は「個人その他」に18,080単元、「単元未満株式の状況」に50株含まれております。

２ 上記「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が42単元含まれております。 

  

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(千株)

発行済株式
総数残高 
(千株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 

(百万円)

平成15年８月７日 
       (注)１

1,500 15,607 2,011 5,453 2,011 5,675

平成15年８月28日 
       (注)２

200 15,807 268 5,721 268 5,943

平成16年７月１日～ 
平成16年９月30日 
       (注)３

200 16,007 315 6,036 315 6,258

平成16年11月19日 
       (注)４

16,007 32,015 ― 6,036 ― 6,258

平成16年10月１日～ 
平成17年３月31日 
       (注)３

295 32,310 232 6,268 232 6,490

平成17年４月１日～ 
平成18年３月31日 
       (注)３

178 32,489 140 6,409 140 6,631

区分

株式の状況(１単元の株式数100株)

単元未満
株式の状況

(株)
政府及び 
地方公共 
団体

金融機関 証券会社
その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数 
(人)

― 53 30 89 112 5 9,617 9,906 ―

所有株式数 
(単元)

― 54,779 4,062 42,782 86,141 17 136,719 324,500 39,640

所有株式数 
の割合(％)

― 16.88 1.25 13.18 26.55 0.01 42.13 100.00 ―



(6) 【大株主の状況】 

  平成19年３月31日現在 

 
(注)１   上記大株主以外に、当社が1,808,050株（持株比率 5.56%）を自己株式として保有しております。 

２  上記所有株式数のうち、信託業務に係わる株式数は、次のとおりであります。 

 
３   トゥイーディーブラウンカンパニー・エルエルシーから、平成18年11月14日付けで大量保有報告書の変更

報告書の提出があり、平成18年11月9日現在で以下の株式を所有している旨の報告を受けておりますが、当

社としては当事業年度末における実質株式数の確認ができないため、上記大株主の状況には含めておりま

せん。 
  

   

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式数に対する
所有株式数の割合(％)

黒田興産株式会社 大阪府吹田市青山台３丁目39-２ 3,130 9.63

メロンバンクトリーティクライアン
ツオムニバス 
(常任代理人 香港上海銀行東京支
店）

ONE BOSTON PLACE BOSTON, MA 02108
（ 東京都中央区日本橋３丁目11-1 ）

2,449 7.53

日本トラスティサービス信託銀行株
式会社

東京都中央区晴海１丁目8-11 1,398 4.31

黒 田 善 孝 大阪市吹田市 1,157 3.56

全国共済農業協同組合連合会 東京都港区浜松町2丁目11-3 878 2.70

日本マスタートラスト信託銀行株式
会社

東京都港区浜松町２丁目11-3 674 2.07

ドイチェバンクアーゲーロンドンピ
ービーノントリーティクライアンツ
613（常任代理人 ドイツ証券株式会
社）

TAUNESANAGE 12 , D-60325 FRANKFURT
AM MAIN, FEDRAL REPUBLIC OF GERMANY 
（ 東京都千代田区永田町2丁目11-1 
山王パークタワー）

544 1.67

資産管理サービス信託銀行株式会社
東京都中央区晴海１丁目8-12 晴海アイラ
ンドトリトンスクエアオフィスタワーZ

504 1.55

黒 田 克 己 東京都武蔵野市 492 1.51

ザチェースマンハッタンバンクエヌ
エイロンドンエスエルオムニバスア
カウント（ 常任代理人 株式会社み
ずほコーポレート銀行兜町証券決済
業務室 ）

WOOLGATE HOUSE , COLEMAN STREET LONDON
EC2P 2HD, ENGLAND 
（ 東京都中央区日本橋兜町6-7 ） 

488 1.50

計 11,718 36.07

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 1,008千株

日本マスタートラスト信託銀行株式会社
資産管理サービス信託銀行株式会社

590千株
501千株

氏名又は名称 住   所
所有株式数
（千株）

発行済株式数に対する 
所有株式数の割合（％）

トゥイーディーブラウン  
カンパニー・エルエルシー

アメリカ合衆国 10022 ニュー
ヨーク州 パークアベニュー350

3,653 11.24



(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が 4,200株(議決権42個)含ま

れております。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式50株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成19年3月31日現在 

 
  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)
黒田電気株式会社
普通株式

 1,808,000

―
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

完全議決権株式(その他)
普通株式

30,642,000 306,420
同上

単元未満株式 普通株式 39,640 ― 同上

発行済株式総数 32,489,640 ― ―

総株主の議決権 ― 306,420 ―

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

(自己保有株式)

黒田電気株式会社
大阪市淀川区木川東 
４丁目11番３号

1,808,050 － 1,808,050 5.56

計 － 1,808,050 － 1,808,050 5.56



(8) 【ストックオプション制度の内容】 

当社は、新株予約権方式によるストックオプション制度を採用しております。 

当該制度は、平成13年改正旧商法第280条ノ20並びに第280条ノ21の規定に基づき、平成14年６月27日

第67期定時株主総会終結時に在任する取締役、監査役及び同日に在籍する従業員並びに当社子会社の取

締役に対して特に有利な条件をもって新株予約権を発行することを平成14年６月27日の定時株主総会に

おいて特別決議されたものであります。 

当該制度の内容は、次のとおりであります。 

  

 
  

  

決議年月日 平成14年６月27日

付与対象者の区分及び人数(名)
当社取締役、監査役及び従業員
当社子会社の取締役 
180名

新株予約権の目的となる株式の種類 (2) 新株予約権等の状況に記載のとおりであります。

株式の数(株) 同上

新株予約権の行使時の払込金額(円) 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 ―

組織再編行為に伴う新株予約権の 
交付に関する事項

―



２ 【自己株式の取得等の状況】 

 
(1) 【株主総会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【取締役会決議による取得の状況】 

会社法第155条第3号による取得 
  

 
  

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

旧商法第221条第6項による取得 

 
会社法第155条第7号による取得 

 
（注） 当期間における取得自己株式には、平成19年6月1日から有価証券報告書提出日までの単元未満

株式の買取りによる株式数は含めておりません。 

  

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

  

 
（注） 当期間における保有自己株式数には、平成19年6月1日から有価証券報告書提出日までの単元未

満株式の買取りによる株式数は含めておりません。 

   【株式の種類等】
会社法第155条第3号による普通株式の取得並びに旧商法第221条第6項及び
会社法第155条第7号による普通株式の取得

区分 株式数(株) 価額の総額(百万円)

取締役会(18年10月2日)での決議状況
(取得期間18年10月3日～19年1月31日)

1,800,000 2,000

当事業年度前における取得自己株式 ― ―

当事業年度における取得自己株式 1,800,000 1,890

残存決議株式の総数及び価額の総額 ― ―

当事業年度の末日現在の未行使割合(％) ― ―

当期間における取得自己株式 ― ―

提出日現在の未行使割合(％) ― ―

区分 株式数（株） 価額の総額（百万円）

 当事業年度における取得自己株式                     40 0

 当期間における取得自己株式 － －

区分 株式数 価額の総額（百万円）

 当事業年度における取得自己株式                    552 0

 当期間における取得自己株式 60 0

区分
当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(百万円)
株式数(株)

処分価額の総額 
(百万円)

引き受ける者の募集を行った 
取得自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る 
移転を行った取得自己株式

― ― ― ―

その他( － ) ― ― ― ―

保有自己株式数 1,808,050 ― 1,808,110 ―



３ 【配当政策】 

 当社は定款において、取締役会の決議をもって剰余金の配当を行うことができる旨を定めており、ま

た併せて中間配当及び期末配当の年２回の配当ができる旨を定めております。  

 当社の配当政策は、株主にとっての収益性、将来の事業拡大・会社の財務体質の強化を総合的に考慮し

た上で、長期的視野に立った安定的な成果配分を継続することを基本方針としております。  

 この基本方針に則り、当事業年度の剰余金の配当は、平成18年12月8日に中間配当として11円総額357百

万円を実施しており、また、平成19年5月15日開催の取締役会決議により期末配当11円総額337百万円と合

計で1株当たり22円総額694百万円の配当を実施いたしました。  

 なお、内部留保資金につきましては、財務体質の強化等経営基盤の一層の充実に活用するとともに、今

後の事業展開に備えることとし、事業の拡大に努めてまいりたいと考えております。  

  

（注）基準日が当事業年度に属する取締役会決議による剰余金の配当は、以下のとおりであります。 

 
  

４ 【株価の推移】 

(1) 【 近５年間の事業年度別 高・ 低株価】 

  

 
(注) １ 高・ 低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

２ □は株式分割権利落後の株価であります。 

  

(2) 【 近６ヶ月間の月別 高・ 低株価】 

  

 
(注) 高・ 低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

決議日
配当金の総額 
（百万円）

1株当たり配当額
（円）

平成18年11月10日 357 11

平成19年 5月15日 337 11

回次 第68期 第69期 第70期 第71期 第72期

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

高(円) 3,220 4,290
4,970

2,665 1,744  
□ 2,580

低(円) 1,999 2,000
3,900

1,472  899 
□ 2,070

月別
平成18年 
10月

11月 12月
平成19年
１月

２月 ３月

高(円) 1,060 1,132 1,189 1,170 1,556 1,589

低(円) 899 943 1,090 1,094 1,113 1,354



５ 【役員の状況】 

（１）取締役の状況 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

取締役

指名委員会 
委員長 

 
報酬委員会 
委員長

上 杉 貞 夫 昭和14年７月13日生

昭和37年３月 当社入社

(注)2 27

昭和57年４月 財務部長

昭和57年９月 取締役財務部長

昭和61年９月 取締役管理本部長

平成５年９月 常務取締役経理本部長

平成９年６月 専務取締役管理本部長

平成11年４月 代表取締役専務管理本部総轄

平成12年４月 代表取締役副社長管理総轄

平成13年４月 代表取締役社長

平成15年４月 社長執行役員管理本部長

平成17年４月 黒田テクノ株式会社代表取締役社長

平成17年10月 当社社長執行役員

平成18年４月 代表取締役会長執行役員

平成18年６月 取締役兼代表執行役会長(現任）

取締役
指名委員 

報酬委員
金 子   孝 昭和22年６月７日生

昭和45年３月 当社入社

(注)2    24

平成11年４月 東部事業所副事業所長兼第二営業部長

平成11年６月 取締役

平成12年10月 取締役経営企画本部長

平成13年４月 常務取締役経営企画本部長 

兼海外グループ会社統轄

平成14年６月 常務取締役常務執行役員経営企画本部長

兼海外グループ会社統轄

平成14年７月 取締役常務執行役員経営企画本部長 

兼海外グループ会社統轄

平成15年４月 取締役常務執行役員

平成15年４月 黒田テクノ株式会社代表取締役社長

平成16年４月 当社取締役常務執行役員管理本部 

法務・知的財産／総務部担当

平成17年10月 取締役常務執行役員管理本部長

平成18年４月 取締役専務執行役員管理本部長

平成18年６月 取締役兼代表執行役副社長管理本部長

平成19年６月 取締役兼代表執行副社長

平成19年６月 取締役兼代表執行社長(現任）

取締役
監査委員会 

委員長
西 山 達 哉 昭和19年３月10日生

昭和42年１月 当社入社

(注)2 25

平成13年４月 経理本部長

平成13年６月 取締役

平成14年４月 取締役執行役員経理本部長

平成15年４月 取締役執行役員管理本部経理担当

平成16年４月 取締役常務執行役員管理本部経理部担当

平成17年４月 取締役

平成17年10月 取締役経理・財務担当

平成18年６月  取締役(現任）



役名 職名 氏名 生年月日 職歴 任期
所有株式数

（千株）

取締役 黒 田 信 行 昭和25年1月13日生

昭和47年４月 当社入社

(注)2    10

平成13年４月 神奈川事業所営業部部長

平成15年４月 執行役員管理本部総務担当

平成18年４月 執行役員物流本部長

平成18年６月 取締役兼執行役物流本部長 

兼管理本部副本部長

平成19年４月 取締役兼執行役管理本部長

平成19年６月 取締役兼執行役常務管理本部長(現任）

取締役 金 田   豊 昭和23年8月27日生

昭和46年３月 当社入社

(注)2    14

平成15年４月 営業本部第四ビジネスユニット長

平成16年４月 執行役員営業本部 

第四ビジネスユニット担当

平成16年７月 執行役員海外本部長

平成18年４月 執行役員海外営業本部長

平成18年６月 取締役兼執行役海外営業本部長

平成19年４月 取締役兼第五営業本部長

平成19年６月 取締役兼執行役常務 

第五営業本部長(現任）

取締役

指名委員 

監査委員 

報酬委員

大 野 眞 義 昭和5年７月28日生

昭和55年12月 大阪大学法学部教授

(注)1,2 ―

平成６年４月 大阪大学名誉教授（現任）

平成７年12月 大阪府公安委員長

平成９年４月 摂南大学法学部長・大学院法学研修科長

平成10年10月 大阪府公安委員長退任

平成13年７月 弁護士登録 至誠総合法律事務所客員弁

護士（現任）

平成18年６月 当社取締役(現任）

取締役

指名委員 

監査委員 

報酬委員

佐 藤 恭 一 昭和19年8月13日生

昭和42年４月 大阪商船三井船舶株式会社 

（現：株式会社商船三井）入社

(注)1,2 ―

昭和55年４月 東京弁護士会登録 

富士法律特許会計事務所入所

平成６年４月 佐藤恭一法律事務所開業

平成９年６月 大阪商船三井船舶株式会社（現：株式会

社商船三井）社外監査役就任

平成12年４月 東京シティ法律事務所参加

平成15年１月 シティユーワ法律事務所設立 

パートナー弁護士就任（現任）

平成19年６月 当社取締役(現任）



 
（注）１  取締役 大野眞義、佐藤恭一及び豊田典男は、会社法第２条第15号に定める資格要件を満たす社外取締役

であります。 

 ２  取締役の任期は、平成19年3月期に係る定時株主総会終結の時から平成20年3月期に係る定時株主総会終結

の時までであります。 

 ３  当社の委員会体制については、次のとおりであります。 

 
  
  
  

役名 職名 氏名 生年月日 職歴 任期
所有株式数

（千株）

取締役

指名委員 

監査委員 

報酬委員

豊  田  典  男 昭和15年6月30日生

昭和40年４月 日本電気株式会社入社

(注)1,2 ―

昭和54年８月 教育訓練部教育課長

昭和55年６月 横浜事業場勤労部勤労課長兼 

人事センター長

平成元年６月 国内商務部長

平成３年６月 国内販売推進本部長

平成５年７月 理事

平成11年６月 ＮＥＣライベックス株式会社  

代表取締役社長

平成19年６月 当社取締役（現任）
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指名委員会 委員長 上 杉 貞 夫

委員 金 子    孝 大 野 眞 義 佐 藤 恭 一 豊 田 典 男

監査委員会 委員長 西 山 達 哉

委員 大 野 眞 義 佐 藤 恭 一 豊 田 典 男

報酬委員会 委員長 上 杉 貞 夫

委員 金 子    孝 大 野 眞 義 佐 藤 恭 一 豊 田 典 男



（２）執行役の状況 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

代表執行役 
会長

上 杉 貞 夫
(１)取締役の状況

参照
    同左 (注)1 同左

代表執行役 
社長

金 子   孝
(１)取締役の状況

参照
    同左 (注)1 同左

執行役 
副社長

第一営業 
本部長

浜 坂 芳 宏 昭和17年10月22日生

昭和40年３月 当社入社

(注)1 20

昭和63年３月 取締役安城営業所長

平成６年２月 黒田電气（上海）有限公司董事

平成14年６月 当社執行役員

平成14年10月 ユーアイ電子株式会社取締役

平成15年10月 株式会社コムラテック代表取締役社長

平成18年４月 当社専務執行役員営業本部長

平成18年６月 執行役専務執営業本部長

平成19年４月 執行役専務第一営業本部長

平成19年６月 執行役副社長第一営業本部長（現任）

執行役専務
第二営業 

本部長
菅 原 康 典 昭和26年8月3日生

昭和42年４月 当社入社

(注)1 5

平成15年４月 執行役員営業本部 

第二ビジネスユニット副担当

平成16年９月 執行役員営業本部 

第二ビジネスユニット長

平成18年４月 常務執行役員国内営業本部長

平成18年６月 執行役常務国内営業本部長

平成19年２月 天津黒田貿易有限公司董事長（現任）

平成19年４月 執行役常務第二営業本部長

平成19年６月 執行役専務第二営業本部長（現任）

執行役常務 管理本部長 黒 田 信 行
(１)取締役の状況 

参照
    同左

(注)1 同左

執行役常務
第五営業 

本部長
金 田   豊

(１)取締役の状況 

参照
    同左

(注)1 同左

執行役常務
第四営業 

本部長
村 上 正 三 昭和29年9月9日生

昭和52年４月 当社入社

(注)1 12

平成16年９月 営業本部第一ビジネスユニット長

平成16年11月 黒田電气（香港）有限公司董事長

平成17年４月 執行役員営業本部副本部長

平成18年４月 執行役員国内営業本部ＢＵ統括部長

平成18年10月 執行役第四営業本部長

平成19年２月  黒田電气(香港)有限公司董事長(現任）

 大連黒田貿易有限公司董事長（現任）

平成19年４月  黒田電气(上海)有限公司董事長（現任）

平成19年６月 執行役常務第四営業本部長（現任）

執行役
第三営業 
本部長

吉 良 昌 彦 昭和31年6月7日生

昭和53年４月 当社入社

(注)1    11

平成16年４月 営業本部第三ビジネスユニット長

平成17年４月 執行役員中国本部長

平成18年６月 執行役海外営業本部第一海外統括部長 

黒田電气（中国）有限公司董事長 

兼総経理

平成17年２月

 
執行役員海外営業本部 

第一海外統括部長 

黒田電气(中国)有限公司董事長 

兼総経理

平成17年６月

 
上海黒田貿易有限公司董事長（現任） 

黒田電气(無錫)有限公司董事長（現任）

平成19年４月 執行役第三営業本部長（現任）



 
(注)  執行役の任期は、平成19年3月期に係る定時株主総会終結後、 初に開催される取締役会終結の時から平成20

年3月期に係る定時株主総会終結後 初に開催される取締役会終結の時までであります。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(千株)

執行役
第二営業 
本部 

副本部長
近 江 正 博 昭和24年３月14日生

昭和46年３月 当社入社

(注)1 1

平成11年４月 西部事業所 第二営業部 滋賀営業所所長

平成14年10月 上海黒田貿易有限公司董事総経理

平成17年４月 当社第二ビジネスユニット副ＢＵ長

平成18年10月 第二営業本部副本部長

平成19年６月 執行役第二営業本部副本部長（現任）

執行役
第五営業 
本部 

副本部長
細 川 浩 一 昭和32年５月５日生

昭和56年４月 当社入社

(注)1
2

平成16年10月 第ビジネスユニット長

平成17年４月 戦略製品本部 カンパニー長

平成17年４月 海外営業本部 第二海外統括部 部長

平成18年10月 第五営業本部副本部長

平成19年２月  広州黒田電子有限公司董事長（現任）

平成19年６月 執行役第五営業本部副本部長（現任）

執行役 経理部長 森  安 伸 昭和32年12月18日生

昭和56年４月 当社入社

(注)1 0

平成17年４月 経理部副部長

平成18年10月 経理部長

平成19年２月  黒田電气(中国)有限公司董事長（現任）

平成19年６月 執行役経理部長（現任）
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

当社は、コーポレートガバナンスを、「継続的に企業価値を高めていくための仕組み・仕掛け」と認識

しております。継続的とは短期の利益ではなく中長期的な企業価値であり、企業価値を高めるとは単なる

株価対策ではなく、従業員の勤労意欲と能力を引き上げ、顧客・取引先・産業界・社会に対し明確な付加

価値を提供することが、結果として株主にとっての資産価値の形成・向上につながる、という意味と考え

ております。 

(1) 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況 

① 社外取締役及び委員会の状況 

当社は、経営における透明性の向上、コーポレート・ガバナンス強化を図るべく、平成18年6月29

日開催の定時株主総会での定款変更決議に伴い、委員会設置会社へ移行いたしました。 

 また、平成19年6月28日開催の定時株主総会にて選任いたしました取締役８名のうち３名が会社法

第2条第15号に定める要件を満たした社外取締役であります。 

 会社法第400条が設置を求める、3つの委員会のうち、指名及び報酬委員会は、3名の社外取締役に2

名の社内出身取締役が加わり、監査委員会は、3名の社外取締役に1名の社内出身取締役が加わること

により、各委員会とも、社外取締役が過半数となる構成となっております。 

 なお、監査委員会に参加する社内出身取締役は、業務執行に携わっておりません。 

② 業務執行・監視の仕組み 

従来、監査役設置会社として、一元的な機能を持っておりました経営監督機能と業務執行機能を分

離することにより、経営におけるさらなる透明性の向上、コーポレートガバナンスの強化のみなら

ず、代表執行役及び執行役については、会社法制度下において、業務執行にあたるものとしての責任

と権限を明確にすることにより、業務執行の迅速化を推進してまいります。 

 また、代表執行役を含む各執行役に対しては、取締役会決議に基づく執行役会規程、職務分掌のほ

か、職位・業務内容に応じた決裁権限及びその運用方法について定めた職務権限基準を制定すること

により、各々の権限と責任範囲を明らかにするほか、毎回の取締役会にて業務執行の状況について報

告を求めることにより、取締役会の経営監視に関する機能を効果ある仕組みとして運用いたしており

ます。 

 ③ 内部統制システムの整備の状況 

平成18年6月29日開催の定時株主総会において、定款の一部変更を行なったことにより、委員会設置

会社へ移行いたしました。これにあわせ同日開催の取締役会に、会社法第416条及び会社法施行規則第

112条の定めるところにより、「業務の適正を確保するための体制」、いわゆる「内部統制システム」

の構築に関する基本方針の一部変更に関する決議を行いました。また、管理本部長を兼務する執行役の

下に、内部統制推進グループを設置し、内部統制構築に係る全社管理を統轄いたしております。 

 公認会計士監査について、あずさ監査法人と監査契約を締結し、正しい経営情報を提供するととも

に、公正不偏な立場から監査が実施される環境を整備しております。 

 また、社内各部門から独立した内部監査室を設置し、関係会社を含めた監査の実施により、内部統制

の充実に努めております。 
  
(2) リスク管理体制の整備の状況 

リスク管理につきましては、事業に関する重要課題を検討し対処するため、関係部門を横断し代表執

行役に直轄する「企業行動委員会」を設置し、当社が直面する各種事業リスクに体系的に対応すること

により、リスクの低減・回避を図っております。 

 また、コンプライアンスにつきましては、単に法令を遵守する姿勢・意識という点にとどまらず、職

位・職域を問わず事業運営に携わる者の根幹を成すものととらえ、経営方針の基本に置き事業活動を遂

行してまいりました。具体的には、基本方針として27か条にわたる「黒田電気行動規範」を制定し、そ

の実効性を担保する制度として内部通報制度「黒田電気ホットライン」を設置・運用しております。 

 さらに、法務・知的財産部を責任部署として、各種法的問題を早期に把握し、事業運営の適法性の確

保に努めております。 



(3) 役員報酬及び監査報酬 

① 役員報酬 

 
  

② 監査報酬の内容 

 
  

(4) 内部監査及び監査委員会監査の組織 

内部監査部門として、代表執行役に直属する内部監査室を設置し専属の人員４名を配置して、公正、

かつ客観的な見地において当社及び当社グループの監査を実施しております。また、期別監査結果に関

して、監査委員及び会計監査人と意見交換を行い監査の充実に努めております。 

監査委員は４名で、うち３名が社外取締役、１名が社内出身の取締役で、社内出身取締役が監査委員

長を兼ねております。各監査委員は毎回の取締役会に、監査委員長は毎月開催される執行役会をはじめ

とする社内の重要な会議に出席して、経営の執行状況を把握しております。また内部監査部門から監査

報告の説明を受けるとともに、会計監査人から期首に監査計画の説明を受け、期中、期末の監査結果に

ついても説明を受け意見交換を行なっております。 

委員会設置会社移行、監査委員会設置にともない、監査委員会の決定により、監査委員会の業務を補

佐すべき部門として、法務・知的財産部内に監査委員会事務局を設置し、同部担当者１名を補佐すべき

使用人としております。 

  

(5) 社外取締役と提出会社との人的関係、資本的関係又は取引関係その他利害関係の概要 

社外取締役 佐藤 恭一氏がパートナー弁護士を務めるシティユーワ法律事務所と当社とは、顧問契約

を締結しております。その他社外取締役と利害関係はありません。 

  

(6) 会計監査の状況 

当社は、監査契約をあずさ監査法人と締結しております。同監査法人及び当社監査に従事する同監査

法人の業務執行社員との間には、特別の利害関係はありません。当社は、同監査法人と締結した監査契

約にもとづき報酬を支払っております。当期において業務を執行した公認会計士の氏名、監査業務に係

る補助者の構成については以下のとおりであります。 

なお、いずれの社員もあずさ監査法人に所属しております。 

・業務を執行した公認会計士の氏名 

 
・会計監査業務に係る補助者の構成 

公認会計士 7名  会計士補等 3名 

  

取締役に支払った報酬（うち社外取締役に支払った報酬） 51百万円 （18百万円）

執行役に支払った報酬 195百万円

合計 246百万円

公認会計士法第２条第1項に規定する業務に基づく報酬 26百万円

上記以外の業務に基づく報酬 －百万円

指定社員 業務執行社員   中尾正孝  松山和弘  宮本敬久 



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省

令第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

  なお、前連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)は、改正前の連結財務諸表規則

に基づき、当連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正後の連結財務諸表規

則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59

号。以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

  なお、第71期事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)は、改正前の財務諸表等規則に

基づき、第72期事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正後の財務諸表等規則に

基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３月

31日まで)及び第71期事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)の連結財務諸表及び財務諸

表並びに当連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)及び第72期事業年度(平成18年４

月１日から平成19年３月31日まで)の連結財務諸表及び財務諸表について、あずさ監査法人により監査を

受けております。 

  

３ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

当社の連結財務諸表及び財務諸表に掲記される科目その他の事項の金額は、従来千円単位で記載してお

りましたが、当連結会計年度及び当事業年度より百万円単位で記載することに変更いたしました。 

 なお、比較を容易にするため、前連結会計年度及び前事業年度についても百万円単位に組替え表示して

おります。 

  



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  

 
  

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 9,352 13,313

 ２ 受取手形及び売掛金 ※６ 39,828 42,629

 ３ たな卸資産 8,588 11,485

 ４ 繰延税金資産 366 342

 ５ その他 982 1,974

 ６ 貸倒引当金 △    70 △   163

   流動資産合計 59,047 79.9 69,582 84.7

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

  (1) 建物及び構築物 ※３ 6,399 5,827

    減価償却累計額 1,915 4,483 1,927 3,900

  (2) 機械装置及び運搬具 3,656 3,546

    減価償却累計額 2,226 1,429 2,263 1,282

  (3) 土地 ※1,3 2,801 2,475

  (4) 建設仮勘定 52 9

  (5) その他 3,323 3,469

    減価償却累計額 2,671 652 2,888 581

   有形固定資産合計 9,419 12.8 8,249 10.0

 ２ 無形固定資産

  (1) 連結調整勘定 552 －

  (2) のれん － 331

  (3) その他 219 304

   無形固定資産合計 772 1.0 636 0.8

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 ※2,3 2,483 2,028

  (2) 繰延税金資産 211 352

  (3) その他 ※２ 1,954 1,296

  (4) 貸倒引当金 △    27 △     9

   投資その他の資産合計 4,622 6.3 3,667 4.5

   固定資産合計 14,814 20.1 12,553 15.3

   資産合計 73,861 100.0 82,136 100.0



 
  

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形及び買掛金 ※６ 28,665 36,051

 ２ 短期借入金 2,135 3,006

 ３ 未払法人税等 1,423 480

 ４ 繰延税金負債 25 6

 ５ 賞与引当金 493 405

 ６ 役員賞与引当金 － 75

 ７ その他 1,498 1,990

   流動負債合計 34,241 46.4 42,017 51.2

Ⅱ 固定負債

 １ 繰延税金負債 32 23

 ２ 再評価に係る繰延税金負債 ※１ 191 178

 ３ 退職給付引当金 511 520

 ４ 役員退職慰労引当金 － 20

 ５ 負ののれん － 721

 ６ その他 13 2

   固定負債合計 748 1.0 1,467 1.7

   負債合計 34,990 47.4 43,485 52.9

(少数株主持分)

  少数株主持分 857 1.1 ― ―

(資本の部)

Ⅰ 資本金 6,409 8.7 ― ―

Ⅱ 資本剰余金 6,631 9.0 ― ―

Ⅲ 利益剰余金 24,268 32.8 ― ―

Ⅳ 土地再評価差額金 ※１ 279 0.4 ― ―

Ⅴ その他有価証券評価差額金 503 0.7 ― ―

Ⅵ 為替換算調整勘定 △    66 △ 0.1 ― ―

Ⅶ 自己株式 ※５ △    12 △ 0.0 ― ―

   資本合計 38,014 51.5 ― ―

   負債、少数株主持分 
   及び資本合計

73,861 100.0 ― ―



 
  

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 ― 6,409

 ２ 資本剰余金 ― 6,631

 ３ 利益剰余金 ― 26,588

 ４ 自己株式 ― △  1,902

   株主資本合計 ― ― 37,726 46.0

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券評価差額金 ― 216

 ２ 土地再評価差額金 ※１ ― 259

 ３ 為替換算調整勘定 ― 206

   評価・換算差額等合計 ― ― 682 0.8

Ⅲ 少数株主持分 ― ― 241 0.3

   純資産合計 ― ― 38,651 47.1

   負債・純資産合計 ― ― 82,136 100.0



② 【連結損益計算書】 
  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日  
 至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日  
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 153,072 100.0 159,411 100.0

Ⅱ 売上原価 135,403 88.5 140,560 88.2

   売上総利益 17,669 11.5 18,850 11.8

Ⅲ 販売費及び一般管理費

 １ 荷造・運搬費 1,081 2,127

 ２ 貸倒引当金繰入額 9 93

 ３ 給料手当・賞与 4,168 4,479

 ４ 賞与引当金繰入額 373 324

 ５ 役員賞与引当金繰入額 ― 75

 ６ 退職給付費用 325 320

 ７ 減価償却費 476 571

 ８ 賃借料 1,233 1,371

 ９ その他 3,994 11,663 7.6 3,963 13,327 8.3

   営業利益 6,006 3.9 5,523 3.5

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 50 103

 ２ 受取配当金 16 27

 ３ 仕入割引 63 63

 ４ 賃貸料 27 ―

 ５ 為替差益 175 ―

 ６ 雑収入 147 480 0.3 133 327 0.2

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 84 78

 ２ 売上割引 24 22

 ３ 賃貸料原価 5 ―

 ４ 為替差損 ― 294

 ５ 持分法による投資損失 48 ―

 ６ 雑損失 42 204 0.1 69 464 0.3

   経常利益 6,281 4.1 5,386 3.4

Ⅵ 特別利益

 １ 投資有価証券売却益 139 828

 ２ 保険積立金解約益 ― 527

 ３ 固定資産売却益 ※１ 119 259 0.2 5 1,361 0.9

Ⅶ 特別損失

 １ 構造改革費用 ※２ ― 1,144

 ２ 投資有価証券評価損 ― 171

 ３ 固定資産除却損 ※３ 148 122

 ４ 固定資産売却損 ※４ ― 54

 ５ 減損損失 ※５ 429 36

 ６ 工場移転費用 ※６ 254 ―

 ７ 投資有価証券売却損 12 845 0.6 ― 1,530 1.0

   税金等調整前当期純利益 5,695 3.7 5,218 3.3

   法人税、住民税及び事業税 2,708 1,894

   法人税等調整額 △     9 2,699 1.8 47 1,942 1.2

   少数株主利益 185 0.1 248 0.2

   当期純利益 2,811 1.8 3,027 1.9



③ 【連結剰余金計算書】 
  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)

(資本剰余金の部)

Ⅰ 資本剰余金期首残高 6,490

Ⅱ 資本剰余金増加高

   ストックオプション行使 
   による新株式の発行

140 140

Ⅲ 資本剰余金期末残高 6,631

(利益剰余金の部)

Ⅰ 利益剰余金期首残高 22,090

Ⅱ 利益剰余金増加高

   当期純利益 2,811 2,811

Ⅲ 利益剰余金減少高

   配当金 518

   役員賞与

    取締役賞与 40

    監査役賞与 2

   土地再評価差額金取崩額 72 633

Ⅳ 利益剰余金期末残高 24,268



④ 【連結株主資本等変動計算書】 

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(百万円) 6,409 6,631 24,268 △    12 37,297

連結会計年度中の変動額

 利益処分による利益の配当 △   324 △   324

 剰余金の配当 △   357 △   357

 利益処分による役員賞与 △  44 △   44

 当期純利益 3,027 3,027

 自己株式の取得 △ 1,891 △ 1,891

 土地再評価差額金取崩額 19 19

 持分法適用関連会社の除外 △     0 0 0

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円)

― ― 2,320 △ 1,890 429

平成19年３月31日残高(百万円) 6,409 6,631 26,588 △ 1,902 37,726

評価・換算差額等
少数株主 
持分

純資産合計
その他有価証券
評価差額金

土地再評価
差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 503 279 △    66 717 857 38,871

連結会計年度中の変動額

 利益処分による利益の配当 ― △   324

 剰余金の配当 ― △   357

 利益処分による役員賞与 ― △    44

 当期純利益 ― 3,027

 自己株式の取得 ― △ 1,891

 土地再評価差額金取崩額 ― 19

 持分法適用関連会社の除外 ― 0

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額)

△   287 △    19 273 △    34 △   615 △   650

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円)

△   287 △    19 273 △    34 △   615 △   220

平成19年３月31日残高(百万円) 216 259 206 682 241 38,651



⑤ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 
  

 

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日  
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日  
至 平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

   税金等調整前当期純利益 5,695 5,218

   減価償却費 1,114 1,220

   減損損失 429 36

   のれん償却額 ― 221

   連結調整勘定償却額 221 ―

   貸倒引当金の増加額 19 73

   賞与引当金の増減額 79 △  87

   役員賞与引当金の増加額 ― 75

   退職給付引当金の減少額 △  11  △   7

   役員退職慰労引当金の増減額 △  33 20

   受取利息及び受取配当金 △  66 △  131

   支払利息 84 78

   為替差損益 △ 134 △   1

   持分法による投資損失 48 ―

   投資有価証券売却損益 △ 127 △  828

   構造改革費用 ― 1,144

   保険積立金解約益 ― △  527

   保険積立金解約による受取額 ― 1,360

   投資有価証券評価損 ― 171

   売上債権の増加額 △ 1,962 △ 2,753

   たな卸資産の増加額 △ 241 △ 3,143

   未収消費税の減少額 216 111

   仕入債務の増加額 39 6,842

   役員賞与の支払額 △  42 △  45

   その他 184 △  129

    小計 5,514 8,917

   利息及び配当金の受取額 64 131

   利息の支払額 △    74 △    84

   法人税等の支払額 △ 2,823 △ 2,812

   営業活動によるキャッシュ・フロー 2,680 6,152

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

   有形固定資産の取得による支出 △ 1,607 △   784

   有形固定資産の売却による収入 981 368

   投資有価証券の取得による支出 △   656 △ 1,321

   投資有価証券の売却による収入 1,105 2,040

      子会社の設立による支出 △   592 △   105

  少数株主からの子会社株式の取得による支出 ― △   182

   貸付による支出 ― △   368

   その他 △   234 △   101

   投資活動によるキャッシュ・フロー △ 1,005 △   454



  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日  
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日  
至 平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

   短期借入金の純増加額又は純減少額 △   805 1,120

   長期借入金の返済による支出 △   376 △  262

   自己株式の取得による純支出 △     1 △ 1,901

   新株発行による収入 281 ―

   配当金の支払額 △   518 △   682

   少数株主への配当金の支払額 △    10 △    27

   財務活動によるキャッシュ・フロー △ 1,431 △ 1,752

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 469 66

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額 713 4,011

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 8,587 9,301

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 9,301 13,313



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

項目
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 連結の範囲に関する事項 連結子会社の数……14社

  連結子会社名は、「第１ 企業の

概況４ 関係会社の状況」に記載

しているため、省略しておりま

す。

連結子会社の数……14社

同左

非連結子会社の数……６社

 黒田電气貿易（無錫）有限公司 

 黒田電气（中国）有限公司 

 天津黒田貿易有限公司 

 大連黒田貿易有限公司 

 凱欣自動化技術（深圳）有限公司

 クロダ シンセイ(タイランド)CO.,LTD.

 上記６社は、それぞれ事業を開始

して間もなく連結財務諸表に与える

影響が軽微であるため、当連結会計

年度は非連結子会社としておりま

す。

非連結子会社の数……７社

 黒田電气貿易（無錫）有限公司 

 黒田電气（中国）有限公司 

 天津黒田貿易有限公司 

 大連黒田貿易有限公司 

 凱欣自動化技術（深圳）有限公司

 クロダ シンセイ(タイランド)CO.,LTD.

 クロダエレクトリック チェコ s.r.o.

 上記７社は、総資産、売上高、当

期純損益及び利益剰余金等からみ

て、連結財務諸表に与える影響が軽

微であるため、当連結会計年度は非

連結子会社としております。

２ 持分法の適用に関する事

項

持分法適用関連会社の数……１社 

 ユーアイ電子㈱ 

 同社の決算日は3月31日であり、同

社の決算日に係る財務諸表を使用して

おります。

 非連結子会社６社は、それぞれ事業

を開始して間もなく連結財務諸表に与

える影響が軽微であるため、当連結会

計年度は持分法を適用しておりませ

ん。

前連結会計年度まで持分法適用関連

会社に含めておりましたユーアイ電子

㈱は、民事再生法の規定による再生手

続開始の決定を受けており、また、実

質的な影響を及ぼしていないため、当

連結会計年度から持分法を適用してお

りません。  

 非連結子会社７社は、それぞれ当期

純損益及び利益剰余金等からみて、連

結財務諸表に与える影響が軽微である

ため、当連結会計年度は持分法を適用

しておりません。 

３ 連結子会社の事業年度等

に関する事項

 連結子会社の決算日は、３月31日の

黒田テクノ㈱及び２月28日の㈱コムラ

テックを除き、いずれも12月31日であ

ります。 

 連結財務諸表の作成にあたっては、

各社の決算日に係る財務諸表を使用

し、連結決算日との間に生じた重要な

取引については、連結上必要な調整を

行っております。

同左



項目
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

４ 会計処理基準に関する事項

 (1) 重要な資産の評価基準及

び評価方法

   ① たな卸資産  主として移動平均法による原価法

によっております。

同左

   ② 有価証券 (1) 満期保有目的の債券 

   ……償却原価法

(1) 満期保有目的の債券

同左

(2) その他有価証券

  時価のあるもの

   連結決算末日の市場価格等に

基づく時価法(評価差額は、

全部資本直入法により処理

し、売却原価は、移動平均法

により算定しております。)

(2) その他有価証券

  時価のあるもの

   連結決算末日の市場価格等に

基づく時価法(評価差額は、

全部純資産直入法により処理

し、売却原価は、移動平均法

により算定しております。)

  時価のないもの

   移動平均法による原価法

  時価のないもの

同左

   ③ デリバティブ ―――――   時価法

 (2) 重要な減価償却資産の減

価償却方法

   ① 有形固定資産  当社は定率法によっております。 

 なお、耐用年数及び残存価額につ

いては、法人税法に規定する方法と

同一の基準によっております。ただ

し、平成10年４月１日以降に取得し

た建物(附属設備を除く)については

定額法を採用しております。 

 連結子会社は、主に定額法によっ

ております。

同左 

 

   ② 無形固定資産  定額法によっております。 同左

 (3) 重要な引当金の計上基準

   ① 貸倒引当金  当社は、債権の貸倒れに備えるた

め、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権及び破産更生

債権については、個別に回収可能性

を検討し回収不能見込額を計上して

おります(財務内容評価法)。 

 また、連結子会社は、主として債

権内容により個別に必要と認められ

る額を計上しております。

同左

   ② 賞与引当金  当社及び一部の連結子会社は、従

業員の賞与の支給に備えるため、将

来の支給見込額のうち当連結会計年

度の負担額を計上しております。

同左 

 

   ③ 役員賞与引当金 ――――― 

 

 当社及び一部の連結子会社は、役

員に対して支給する賞与の支出に充

てるため、支給見込額に基づき当連

結会計年度に見合う額を計上してお

ります。



項目
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

   ④ 退職給付引当金  当社及び一部の連結子会社は、従業

員の退職給付に備えるため、当連結会

計年度末における退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき、当連結会計

年度末において発生していると認めら

れる額を計上しております。 

 なお、数理計算上の差異について

は、その発生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数(15年)による

定額法により、それぞれ発生の翌連結

会計年度から費用処理することとして

おります。

同左

   ⑤ 役員退職慰労引当金 ――――― 

 

 一部の連結子会社は、役員の退職慰

労金の支出に備えるため、内規に基づ

く当連結会計年度末要支給額を計上し

ております。

（追加情報）

平成14年6月から役員退職慰労金の

内規を廃止し、以後引当計上を行って

おりません。計上している役員退職慰

労引当金は、役員の退職時まで凍結し

ておりましたが、平成17年6月29日の

株主総会において退任時に支給する旨

の承認を受けたことに伴い全額流動負

債の「その他」へ振替えております。

 (4) 重要なリース取引の処理

方法

 リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、主として

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。

同左 

 



項目
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 (5) 重要なヘッジ会計の方法

   ① ヘッジ会計の方法  原則として繰延ヘッジ処理によって

おります。なお、為替予約については

振当処理の要件を満たしている場合は

振当処理を、金利スワップについては

特例処理の要件を満たしている場合は

特例処理を行っております。

同左 

 

   ② ヘッジ手段とヘッジ

     対象

 

ヘッジ手段 ヘッジ対象

為替予約取引 外貨建債権債務等

金利スワップ取引 借入金利息

同左 

 

   ③ ヘッジ方針  外貨建債権債務等に係る為替変動リ

スクを回避する目的で為替予約取引を

利用しております。その取引は外貨建

債権債務の残高の範囲内で行うことと

しております。 

 また、借入金利息に係る金利変動リ

スクを回避する目的で金利スワップ取

引を利用しております。その取引は借

入金の残高の範囲内で行うこととして

おります。

同左 

 

   ④ ヘッジ有効性評価の

     方法

 為替予約取引については、ヘッジ対

象とヘッジ手段に関する重要な条件が

同一であり、高い相関関係があると考

えられるため、有効性の判定を省略し

ております。 

 また、金利スワップ取引について

は、特例処理の要件を満たしているた

め、有効性の判定を省略しておりま

す。

同左 

 

 (6) その他重要な事項

    消費税等の会計処理  消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜方式によっております。

同左 

 



項目
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

５ 連結子会社の資産及び負債

の評価に関する事項

 連結子会社の資産及び負債の評価

については、全面時価評価法を採用

しております。

同左

６ 連結調整勘定の償却に関す

る事項

 連結調整勘定の償却についてはそ

の効果の発現する期間にわたって均

等に償却することとしております。

ただし、金額の僅少な場合は、発生

年度で一括償却しております。

――――― 

 

７ のれん及び負ののれんの償

却に関する事項

――――― 

 

 のれん及び負のれんの償却につい

ては、その効果の発現する期間にわ

たって均等に償却することとしてお

ります。ただし、金額の僅少な場合

は、発生年度で一括償却しておりま

す。

８ 利益処分項目等の取扱いに

関する事項

 連結剰余金計算書は、連結会社の

利益処分について連結会計年度中に

確定した利益処分に基づいて作成し

ております。

――――― 

 

９ 連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲

 連結キャッシュ・フロー計算書に

おける資金(現金及び現金同等物)

は、手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリス

クしか負わない取得日から３ヶ月以

内に期限の到来する短期投資からな

っております。

同左



会計方針の変更 

 
表示方法の変更 

  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

（固定資産の減損処理に係る会計基準）  
 当社及び国内連結子会社については、当連結会計年度
より、「固定資産の減損に係る会計基準」（「固定資産
の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会
計審議会 平成14年8月9日））及び「固定資産の減損に
係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第６
号 企業会計基準委員会 平成15年10月31日）を適用し
ております。なお、これによる当連結会計年度の損益に
与える影響はありません。  
 また、一部の在外連結子会社については、当連結会計
年度より、所在国の会計基準に従い減損会計を適用し、
減損損失429百万円を計上しております。 

―――――

――――― （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）  
 当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の表
示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年
12月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関す
る会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８
号 平成17年12月９日）を適用しております。  
 なお、従来の「資本の部」の合計に相当する金額は
38,409百万円であります。  
 連結財務諸表規則の改正により、当連結会計年度にお
ける連結財務諸表は、改正後の連結財務諸表規則により
作成しております。 

――――― （役員賞与に関する会計基準）
 当連結会計年度より、「役員賞与に関する会計基準」
（企業会計基準委員会 企業会計基準第４号 平成17年11
月29日）を適用しております。  
 この結果、従来の方法と比較して、営業利益、経常利
益及び税金等調整前当期純利益は、それぞれ75百万円減
少しております。なお、セグメントに与える影響は（セ
グメント情報）に記載しております。

――――― (役員退職慰労引当金）
 一部の連結子会社は、役員退職慰労金については従
来、支出時の費用としておりましたが、当連結会計年度
より内規に基づく期末要支給額を役員退職慰労引当金と
して計上する方法に変更いたしました。この変更は、役
員の在任期間に対応した費用計上を行うことにより期間
損益の適正化と財務内容の健全化をはかるためのもので
あります。  
 この結果、従来の方法と比較して、営業利益、経常利
益及び税金等調整前当期純利益は、それぞれ20百万円減
少しております。なお、セグメントに与える影響は（セ
グメント情報）に記載しております。
また、当下期に内規の改訂整備が行われたため、当中
間連結会計期間は従来の方法によっております。従っ
て、当中間連結会計期間は、変更後の方法によった場合
と比較して、営業利益、経常利益及び税金等調整前中間
純利益は、それぞれ15百万円多く計上しております。

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

――――― （連結貸借対照表) 
 前連結会計年度において、「連結調整勘定」として掲
記されていたものは、当連結会計年度から「のれん」と
表示しております。 

――――― （連結損益計算書）
 当連結会計年度から、「賃貸料」（当連結会計年度  
１百万円）は、金額が僅少となったため、営業外収益
「雑収入」に含めて表示しております。 

――――― （連結キャッシュ・フロー計算書）
前連結会計年度において、「連結調整勘定償却額」と

して掲記されていたものは、当連結会計年度から「のれ
ん償却額」と表示しております。



注記事項 

(連結貸借対照表関係) 
  

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度
(平成19年３月31日)

※１ 事業用土地の再評価

   「土地の再評価に関する法律」(平成10年３月31

日公布法律第34号)に基づき、事業用の土地の再

評価を行い、当該再評価差額に係る税金相当額を

「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に

計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額

金」として資本の部に計上しております。

  ① 再評価の方法

    「土地の再評価に関する法律施行令」(平成10

年３月31日公布政令第119号)第２条第３号に定め

る固定資産税評価額に基づき算出しております。

② 再評価の実施年月日 平成14年３月31日

③ 再評価を行った土地の期末における時価と再評

  価後の帳簿価額との差額     △358百万円

※１ 事業用土地の再評価

   「土地の再評価に関する法律」(平成10年３月31

日公布法律第34号)に基づき、事業用の土地の再

評価を行い、当該再評価差額に係る税金相当額を

「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に

計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額

金」として純資産の部に計上しております。

  ① 再評価の方法

                      同左

                      
                     

② 再評価の実施年月日 平成14年３月31日

③ 再評価を行った土地の期末における時価と再評

  価後の帳簿価額との差額     △331百万円

 

※２ 非連結子会社に対するものは、次のとおりであり

ます。

   投資その他の資産その他（出資金） 592百万円

※２ 非連結子会社に対するものは、次のとおりであり

ます。

  投資有価証券 81百万円

   投資その他の資産その他（出資金） 554百万円

 

※３ 担保資産

(1) 建物及び構築物 50百万円

土   地 152百万円

  計 202百万円

    については、仕入債務の担保に供しておりま

す。

 

※３ 担保資産

(1)  建物及び構築物 47百万円

土   地 118百万円

 計 166百万円

    については、仕入債務の担保に供しておりま

す。

  (2) 投資有価証券348百万円については、取引保証

金の代用として差し入れております。

(2)  投資有価証券301百万円については、取引保証

金の代用として差し入れております。

  ４   ―――――   
    

４ 偶発債務
関係会社の金融機関からの借入金に対して、次

のとおり債務保証を行っております。
  （保証債務）

天津黒田貿易有限公司 20百万円

大連黒田貿易有限公司 16百万円

 計 36百万円

※５ 自己株式の保有数

    連結会社及び持分法適用関連会社が保有する連

結財務諸表提出会社の株式の数は、次のとおりで

あります。

      普通株式           8,577株

    なお、当社の発行済株式総数は、普通株式

32,489,640株であります。

 ５   ―――――  
    

    
    

  ６   ―――――   
    

※６  期末日満期手形の会計処理については、手形交

換日をもって決済処理しております。 

 なお、当連結会計年度末日が金融機関の休日で

あったため、次の期末日満期手形が、期末残高に

含まれております。

    受取手形            240百万円

    支払手形            753百万円

 ７  当社は安定的な資金調達手段の確保及び資金効

率の改善を図るとともに、将来の資金需要への対

応力を向上させるため、取引銀行２行との間で総

額100億円のコミットメントライン契約を締結し

ております。

    なお、当連結会計年度においては、当該コミッ

トメントラインの実行は行っておりません。

 ７                   同左

 

    



(連結損益計算書関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※１ 固定資産売却益

土地の売却によるものであります。

※１ 固定資産売却益

主に、車両運搬具の売却によるものでありま
す。

  ２   ――――― 

 

 

 

※２ 構造改革費用 

 当社及び一部の連結子会社において、事業改革

のために要した費用であり、その内訳は、次のと

おりであります。

内容 金額（百万円）

たな卸資産処分 365

機械装置等除却 281

その他 497

計 1,144

※３ 固定資産除却損 

    主に機械装置の除却によるものであります。 

 

※３ 固定資産除却損

                      同左

  ４   ――――― 

 

※４ 固定資産売却損 

 主に土地及び建物の売却によるものでありま

す。

 

※５ 減損損失
一部の在外子会社において計上した減損損失で

あり、その内訳は、以下のとおりであります。

場 所 用 途 種 類
減損損失
（百万円）

台湾黒田電
器股份有限
公司

 遊休不動
 産等

土 地 293

建物等 136

計 429
 

※５ 減損損失

当連結会計年度において、当社グループは以下
の資産について減損損失を計上しております。

場所 用途 種類
減損損失
（百万円）

埼玉県大里郡
江南町 遊休 

不動産
土地

33

三重県名張市 2

計 36

当社グループは、事業資産については管理会計
上の区分に基づき、遊休資産については個々の資
産を１つの単位として資産のグルーピングを行っ
ております。 
  遊休資産については、地価の下落により市場価
格が帳簿価額を下回り、かつ、今後の利用計画も
定まっていない資産について、帳簿価額を回収可
能価額まで減額し、減損損失（36百万円）を計上
しております。 
  なお、回収可能価額は、正味売却価額により測
定しており、主として固定資産税評価額に合理的
な調整を行った価額により評価し、重要性の高い
資産については不動産鑑定評価額等に基づいて評
価しております。

※６ 工場移転費用
国内連結子会社であります㈱コムラテックの工

場移転の費用であります。

  ６   ――――― 

 



(連結株主資本等変動計算書関係) 

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

１ 発行済株式に関する事項 

   

  
  
２ 自己株式に関する事項 

   

(変動事由の概要)  

自己株式増加の内訳は、次のとおりであります。 

 市場での買取りによる増加      1,800,000株 

 単元未満株式の買取りによる増加     592株 

自己株式減少の内訳は、次のとおりであります。 

 持分法適用除外による持分法適用関連会社の自己株式（当社株式）の当社帰属分  1,119株 

  
  

３ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 
  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 32,489,640 ― ― 32,489,640

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 8,577 1,800,592 1,119 1,808,050

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成18年6月29日 
定時株主総会

普通株式 324 10 平成18年3月31日 平成18年6月29日

平成18年11月10日 
取締役会

普通株式 357 11 平成18年9月30日 平成18年12月8日

計 682 21

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年5月15日 
取締役会

普通株式 利益剰余金 337 11 平成19年3月31日 平成19年6月29日



(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

(リース取引関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 9,352百万円

預入期間が３ヶ月を超える 
定期預金

△ 50百万円

現金及び現金同等物 9,301百万円

 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 13,313百万円

預入期間が３ヶ月を超える
定期預金

－百万円

現金及び現金同等物 13,313百万円

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

取得価額 
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高
相当額 
(百万円)

有形固定資産 
・その他

1,590 897 692

無形固定資産 
・その他

554 167 386

合計 2,144 1,065 1,078

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高 
相当額 
(百万円)

有形固定資産
・その他

980 490 490

無形固定資産
・その他

696 309 386

合計 1,676 800 876

② 未経過リース料期末残高相当額

１  年  内 397百万円

１  年  超 733百万円

   合計 1,130百万円

② 未経過リース料期末残高相当額

１  年  内 334百万円

１  年  超 559百万円

 合計 893百万円

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 422百万円

減価償却費相当額 398百万円

支払利息相当額 27百万円

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 292百万円

減価償却費相当額 277百万円

支払利息相当額 16百万円

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

減価償却費相当額 
の算定方法

…  リース期間を耐用年数と

し、残存価額を零とする定

額法によっております。

利息相当額の 
算定方法

…  リース料総額とリース物

件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期

への配分方法については、

利息法によっております。

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

減価償却費相当額
の算定方法

… 同左

利息相当額の
算定方法

… 同左



(有価証券関係) 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
(注) 減損処理にあたっては、当連結会計年度末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損

処理を行い、30％～50％程度下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処

理を行っております。 

なお、当連結会計年度における減損処理の対象になる有価証券はありません。 

  

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 
  

 
  

３ 時価評価されていない主な有価証券 

  

 
  

区分 取得原価(百万円)
連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額(百万円)

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの

 (1) 株式 671 1,527 855

 (2) 債券

    国債・地方債等 ― ― ―

    社債 ― ― ―

    その他 ― ― ―

 (3) その他 ― ― ―

小計 671 1,527 855

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの

 (1) 株式 83 72 △    10

 (2) 債券

    国債・地方債等 ― ― ―

    社債 ― ― ―

    その他 ― ― ―

 (3) その他 ― ― ―

小計 83 72 △    10

合計 754 1,600 845

売却額(百万円) 売却益の合計(百万円) 売却損の合計(百万円)

1,105 139 12

区分 連結貸借対照表計上額(百万円)

その他有価証券

 非上場株式 883



当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
(注) 減損処理にあたっては、当連結会計年度末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損

処理を行い、30％～50％程度下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処

理を行っております。 

なお、当連結会計年度において減損処理した有価証券は、14百万円であります。 

  

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 
  

 
  

３ 時価評価されていない主な有価証券 

  

 
  

  

  

区分 取得原価(百万円)
連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額(百万円)

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの

 (1) 株式 1,397 1,783 386

 (2) 債券

    国債・地方債等 ― ― ―

    社債 ― ― ―

    その他 ― ― ―

 (3) その他 ― ― ―

小計 1,397 1,783 386

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの

 (1) 株式 135 110 △    24

 (2) 債券

    国債・地方債等 ― ― ―

    社債 ― ― ―

    その他 ― ― ―

 (3) その他 ― ― ―

小計 135 110 △    24

合計 1,533 1,894 361

売却額(百万円) 売却益の合計(百万円) 売却損の合計(百万円)

2,040 828 ―

区分 連結貸借対照表計上額(百万円)

（1）その他有価証券

   非上場株式 52

（2）子会社株式及び関連会社株式

   子会社株式 81



(デリバティブ取引関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 取引の状況に関する事項

 (1) 取引の内容、取引に対する取組方針及び取引の利

用目的

   当社は外貨建債権債務に係る為替相場の変動リス

クを回避する目的で為替予約取引を一部利用してお

ります。その取引は外貨建債権債務の残高の範囲内

で行うこととしております。

   また、一部子会社では、金利関連のデリバティブ

取引について、借入金の金利変動リスクを回避する

目的で金利スワップを取引を行っております。投機

目的の取引及びレバレッジ効果の高いデリバティブ

取引は行なわない方針であります。

１ 取引の状況に関する事項

 (1) 取引の内容、取引に対する取組方針及び取引の利

用目的

同左

 (2) 取引に係るリスクの内容

   当社が利用している為替予約取引は、為替相場の

変動リスク、金利スワップ取引においては、市場金

利の変動によるリスクを有しております。

   なお、取引の契約先は国内の大手金融機関である

ため、契約不履行によるリスクはほとんどないと認

識しております。

 (2) 取引に係るリスクの内容

同左

 (3) 取引に係るリスク管理体制

   為替予約取引は、取締役会で定められた社内管理

規程で取引権限を設けており、管理本部経理部が営

業部門からの申請に基づき実行し、管理を行ってお

ります。取引結果は、毎月関係役員及び取締役会に

報告しております。

   連結子会社での金利スワップ取引については、あ

らかじめ当社の管理本部経理部に報告の上、子会社

の経理部門が実行しております。なお、取引残高状

況については、定期的に当社の管理本部経理部に報

告されております。

 (3) 取引に係るリスク管理体制

為替予約取引は、取締役会で定められた社内管理

規程で取引権限を設けており、管理本部が管理を行

っております。取引結果は、毎月関係役員及び執行

役会に報告しております。

   連結子会社での金利スワップ取引については、あ

らかじめ当社の管理本部に報告の上、子会社の経理

部門が実行しております。なお、取引残高状況につ

いては、定期的に当社の管理本部に報告されており

ます。

２ 取引の時価等に関する事項

   ヘッジ会計を適用しているため、該当事項はあり

ません。

２ 取引の時価等に関する事項

同左



次へ 

(退職給付関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 採用している退職給付制度の概要

   当社は、確定給付型の制度として、確定企業年金

法に基づく確定給付企業年金制度（規約型）及び退

職一時金制度（ポイント制）を設けております。 

 また、当社及び一部の連結子会社は、総合設立の

厚生年金基金制度に加入しております。

１ 採用している退職給付制度の概要

  同左

２ 退職給付債務に関する事項

 (1) 確定給付企業年金制度及び退職一時金制度

① 退職給付債務 2,101百万円

② 未認識数理計算上の差異 △   34

③ 年金資産 1,625

④ 退職給付引当金 511

２ 退職給付債務に関する事項

 (1) 確定給付企業年金制度及び退職一時金制度

① 退職給付債務 2,238百万円

② 未認識数理計算上の差異 △   44

③ 年金資産 1,762

④ 退職給付引当金 520

 

 (2) 厚生年金基金制度

年金資産の額 3,857百万円

   (注) 当社が加入する総合設立の厚生年金基金に

ついては、複数事業主制度のもと、当社の拠

出に対応する年金資産の額を合理的に計算す

ることができないため、当社の掛金拠出割合

により算出しております。

 

 (2) 厚生年金基金制度

年金資産の額 4,209百万円

   (注)       同左

 

３ 退職給付費用に関する事項

① 勤務費用 271百万円

② 利息費用 41

③ 期待運用収益 △ 23

④ 数理計算上の差異の費用処理額 36

⑤ 退職給付費用 325

   (注) 総合設立の厚生年金基金への掛金拠出額

127百万円は勤務費用に含めております。

 

３ 退職給付費用に関する事項

① 勤務費用 297百万円

② 利息費用 41

③ 期待運用収益 △ 28

④ 数理計算上の差異の費用処理額 10

⑤ 退職給付費用 320

   (注) 総合設立の厚生年金基金への掛金拠出額

128百万円は勤務費用に含めております。

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

① 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

② 割引率 2.0％

③ 期待運用収益率 3.0％

④ 数理計算上の差異の処理年数 15年

  (発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数による定額法により、翌連結会計年度

から費用処理することとしております。)

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

① 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

② 割引率 2.0％

③ 期待運用収益率 3.0％

④ 数理計算上の差異の処理年数 15年

同左



(ストック・オプション等関係) 

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

（1）ストック・オプションの内容 

 
  

（2）ストック・オプションの規模及びその変動状況 

①ストック・オプションの数 

 
  

②単価情報 

 
  

会社名 提出会社

決議日 平成14年6月27日

付与対象者の区分及び人数（名）
当社取締役、監査役及び従業員、当社子会社の取締役
180名

株式の種類及び付与数（株） 普通株式（689,000株）

付与日 平成14年8月20日

権利確定条件

 新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時において
も、当社の取締役、監査役または従業員あるいは当社子
会社の取締役の地位にあることを要する。ただし、任期
満了による退任、定年退職その他正当な理由による場合
には、退任または退職後２年間(ただし、平成19年６月
30日を超えることはない。)は本新株予約権の行使を認
めるものとする。

対象勤務期間 勤務対象期間の定めはありません。

権利行使期間
自 平成16年７月１日
至 平成19年６月30日

会社名 提出会社

決議日 平成14年6月27日

権利確定前

期首（株） ―

付与（株） ―

失効（株） ―

権利確定（株） ―

未確定残（株） ―

権利確定後

期首（株） 467,200

権利確定（株） ―

権利行使（株） ―

失効（株） 6,000

未行使残（株） 461,200

会社名 提出会社

決議日 平成14年6月27日

権利行使価格（円） 1,572

行使時平均株価（円） ―

付与日における公正な評価単価（円） ―



(税効果会計関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度
(平成19年３月31日)

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(繰延税金資産)

 繰越欠損金 347百万円

 退職給付引当金 291

 賞与引当金 200

 未払事業税 114

 役員退職慰労金未払計上 96

 土地評価差額金 45

 未実現損益 38

 投資有価証券評価損 27

 ゴルフ会員権評価損 21

 その他 78

 繰延税金資産小計 1,262

 評価性引当額 △ 310

 繰延税金資産合計 951

(繰延税金負債)

 その他有価証券評価差額金 341

 固定資産圧縮積立金 31

 繰延税金負債小計 373

 繰延税金資産の純額 578

(繰延税金負債)

 その他 57

 繰延税金負債の純額 57
 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(繰延税金資産)

退職給付引当金 288百万円

賞与引当金 179

繰越欠損金 139

固定資産除却 111

役員退職慰労金未払計上 102

投資有価証券評価損 91

未実現損益 74

未払事業税 37

ゴルフ会員権評価損 13

その他 114

繰延税金資産小計 1,152

評価性引当額 △ 281

繰延税金資産合計 870

(繰延税金負債)

その他有価証券評価差額金 145

固定資産圧縮積立金 31

繰延税金負債小計 176

繰延税金資産の純額 694

(繰延税金負債)

その他 30

繰延税金負債の純額 30

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった項目別の内訳

 法定実効税率   40.7 %

(調整)

 評価性引当額 5.5 

 受取配当金等連結消去による影響 1.7 

 連結調整勘定償却額 1.6 

 税率差異 △  4.6

 その他 2.5 

 税効果会計適用後の法人税等の負担率 47.4 
 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった項目別の内訳

法定実効税率    40.7 %

(調整)

評価性引当額 1.8

受取配当金等連結消去による影響 3.4

のれん償却額 1.7

税率差異 △  9.8

その他 △  0.6

 税効果会計適用後の法人税等の負担率 37.2

    



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日) 

当社企業グループは、電気材料、一般電子部品、半導体等の販売を主たる事業として行っており

ます。従たる事業として機器・装置の製作を行っておりますが、小規模な事業であり全セグメント

の売上高の合計、営業利益及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める割合がいずれも10％未

満でありますので、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

当連結会計年度(自平成18年４月１日 至平成19年３月31日) 

当社企業グループは、電気材料、一般電子部品、半導体等の販売を主たる事業として行っており

ます。従たる事業として機器・装置の製作を行っておりますが、小規模な事業であり全セグメント

の売上高の合計、営業利益及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める割合がいずれも10％未

満でありますので、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

  



【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日) 

（単位：百万円）

 
(注) １ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は2,468百万円であり、その主なものは親会社で

の余資運用資金(現金及び預金)及び長期投資資金(投資有価証券)であります。 

２ 国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

(1) 国又は地域の区分の方法は地理的近接度によっております。 

(2) 各区分に属する主な国又は地域 

    アジア……シンガポール、中国、タイ、フィリピン 

    北米 ……米国 

  

当連結会計年度(自平成18年４月１日 至平成19年３月31日) 

（単位：百万円）

 
(注) １ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は 1,931百万円であり、その主なものは親会社で

の長期投資資金(投資有価証券)であります。 

２ 国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

(1) 国又は地域の区分の方法は地理的近接度によっております。 

(2) 各区分に属する主な国又は地域 

    アジア……シンガポール、中国、タイ、フィリピン 

    北米 ……米国 

３  「会計方針の変更」に記載のとおり、当連結会計年度より役員賞与引当金を計上しております。この変更

により、従来と同一の方法によった場合と比較して、日本国の営業利益が75百万円減少しております。  

４  「会計方針の変更」に記載のとおり、当連結会計年度より役員退職慰労引当金を計上しております。この

変更により、従来と同一の方法によった場合と比較して、日本国の営業利益が20百万円減少しております。

日本 アジア 北米 計
消去又は 
全社

連結

Ⅰ 売上高及び営業損益

売上高

(1) 外部顧客に対する売上高 109,539 43,356 177 153,072 ― 153,072

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

21,319 505 169 21,994 (21,994) ―

計 130,858 43,862 346 175,067 (21,994) 153,072

営業費用 125,937 42,923 323 169,183 (22,117) 147,066

営業利益 4,921 938 22 5,883 122 6,006

Ⅱ 資産 61,058 21,736 102 82,897 (9,035) 73,861

日本 アジア 北米 計
消去又は 
全社

連結

Ⅰ 売上高及び営業損益

売上高

(1) 外部顧客に対する売上高 104,767 54,465 178 159,411 ― 159,411

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

32,118 1,449 95 33,663 ( 33,663) ―

計 136,886 55,914 273 193,074 ( 33,663) 159,411

営業費用 132,907 54,500 263 187,671 ( 33,783) 153,887

営業利益 3,979 1,414 9 5,403 119 5,523

Ⅱ 資産 66,392 25,065 129 91,587 ( 9,451) 82,136



【海外売上高】 

前連結会計年度(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日) 

（単位：百万円）

 
(注) １ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

２ 国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

(1) 国又は地域の区分の方法は地理的近接度によっております。 

(2) 各区分に属する主な国又は地域 

   アジア   ……シンガポール、中国、タイ、フィリピン 

   その他の地域……米国、イギリス 

  

当連結会計年度(自平成18年４月１日 至平成19年３月31日) 

（単位：百万円）

 
(注) １ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

２ 国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

(1) 国又は地域の区分の方法は地理的近接度によっております。 

(2) 各区分に属する主な国又は地域 

   アジア   ……シンガポール、中国、タイ、フィリピン 

   その他の地域……米国、イギリス 

  

アジア その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高 63,533 378 63,912

Ⅱ 連結売上高 153,072

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合(％) 41.5 0.3 41.8

アジア その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高 72,055 2,073 74,129

Ⅱ 連結売上高 159,411

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合(％) 45.2 1.3 46.5



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日) 

子会社等 

  

 
取引条件及び取引条件の決定方針等 

ユーアイ電子㈱との取引は、一般取引と同様であります。 

取引金額には、消費税等は含まれておりません。また商品の販売、仕入取引についての期末残高には消

費税等が含まれております。 

  

当連結会計年度(自平成18年４月１日 至平成19年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

  

  

  

属性
会社等の 
名称

住所
資本金 
(百万円)

事業の内容
議決権等の
所有(被所有)
割合(％)

関係内容

役員の
兼任等

事業上の関係

関連会社
ユーアイ 
電子㈱

愛知県 
豊橋市

600
プリント配線基板製
造、加工及び販売

直接
33.33

無
商品の販売 
商品の仕入 
当社設備の賃貸

取引内容
取引金額
(百万円)

科目 期末残高(百万円)

営業取引

商品の販売 317 売掛金 3

商品の仕入 2,498 支払手形 91

 機械の賃貸 24 買掛金 221 

設備の売却 26



(１株当たり情報) 
  

 
(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 
  

 
  
  
      ２ １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益 

  

 
  

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり純資産額 1,168.94円 １株当たり純資産額 1,251.87円

１株当たり当期純利益 85.25円 １株当たり当期純利益 95.42円

 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

84.91円

 

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

―

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について
は、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため
記載しておりません。

前連結会計年度
（平成18年３月31日）

当連結会計年度
（平成19年３月31日）

純資産の合計額(百万円） ― 38,651

純資産の合計額から控除する金額（百万円） ― 241

 （うち少数株主持分） ― 241

 普通株式に係る期末の純資産額（百万円) ― 38,409

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の

普通株式の数（千株）
― 30,681

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり当期純利益

 当期純利益(百万円) 2,811 3,027

 普通株主に帰属しない金額(百万円) 45 ―

 (うち利益処分による役員賞与金) (45) (―)

 普通株式に係る当期純利益(百万円) 2,765 3,027

 期中平均株式数(千株) 32,436 31,727

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

 当期純利益調整額(百万円) ― ―

 普通株式増加数(千株) 132 ―

  (うち新株予約権方式によるストックオプション) (132) （―)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益の算定に含めなかった 

潜在株式の概要

― 新株予約権
株主総会特別決議日
平成14年6月27日
（新株予約権2,306個）
詳細については、第4提出

会社の状況1株式等の状況
（2）新株予約権等の状況に
記載のとおりであります。



⑥ 【連結附属明細表】 

 【社債明細表】 

該当事項はありません。 

  

 【借入金等明細表】 

  

 
  

  

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

  

  

区分
前期末残高 
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 1,981 3,006 3.9 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 154 ― ― ―

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く。)

― ― ― ―

その他の有利子負債 ― ― ― ―

合計 2,135 3,006 ― ―



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
  

第71期
(平成18年３月31日)

第72期 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 3,992 6,546

 ２ 受取手形 ※8 2,595 1,437

 ３ 売掛金 ※5 33,131 35,673

 ４ 商品 5,527 7,677

 ５ 前渡金 1 ―

 ６ 前払費用 103 106

 ７ 繰延税金資産 248 460

 ８ 関係会社短期貸付金 721 322

 ９ 未収入金 499 908

 10 未収消費税 304 395

 11 その他 69 42

 12 貸倒引当金 △    54 △   338

   流動資産合計 47,141 77.3 53,231 80.2

Ⅱ 固定資産

 (1) 有形固定資産

  １ 建物 ※2 2,015 2,023

    減価償却累計額 797 1,217 887 1,135

  ２ 構築物 73 74

    減価償却累計額 41 32 43 30

  ３ 機械及び装置 112 112

    減価償却累計額 76 36 83 29

  ４ 工具・器具及び備品 2,661 2,932

    減価償却累計額 2,245 415 2,515 417

  ５ 土地 ※1,2 1,935 1,898

   有形固定資産合計 3,636 6.0 3,512 5.3

 (2) 無形固定資産

  １ 電話加入権 18 18

  ２ その他 166 183

   無形固定資産合計 184 0.3 202 0.3

 (3) 投資その他の資産

  １ 投資有価証券 ※2 2,468 1,931

  ２ 関係会社株式 3,997 4,086

  ３ 出資金 0 ―

  ４ 関係会社出資金 1,536 2,239

  ５ 関係会社長期貸付金 98 40

  ６ 更生債権等 7 7

  ７ 長期前払費用 70 69

  ８ 繰延税金資産 934 682

  ９ 差入保証金 387 386

  10 積立保険金 611 ―

  11 その他 103 85

  12 貸倒引当金 △   197 △  137

   投資その他の資産合計 10,018 16.4 9,390 14.2

   固定資産合計 13,840 22.7 13,104 19.8

   資産合計 60,981 100.0 66,336 100.0



 
  

第71期
(平成18年３月31日)

第72期 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形 ※5,8 3,305 3,227

 ２ 買掛金 ※5 21,284 28,025

 ３ 未払金 354 367

 ４ 未払費用 251 448

 ５ 未払法人税等 804 223

 ６ 前受金 4 2

 ７ 預り金 25 76

 ８ 賞与引当金 370 300

 ９ 役員賞与引当金 ― 43

 10 その他 10 ―

   流動負債合計 26,409 43.3 32,714 49.3

Ⅱ 固定負債

 １ 再評価に係る繰延税金負債 ※1 191 178

 ２ 退職給付引当金 502 479

   固定負債合計 694 1.1 657 1.0

   負債合計 27,103 44.4 33,371 50.3

(資本の部)

Ⅰ 資本金 ※3 6,409 10.5 ― ―

Ⅱ 資本剰余金

 １ 資本準備金 6,631 ―

   資本剰余金合計 6,631 10.9 ― ―

Ⅲ 利益剰余金

 １ 利益準備金 168 ―

 ２ 任意積立金

  (1) 固定資産圧縮積立金 47 ―

  (2) 別途積立金 18,100 18,147 ― ―

 ３ 当期未処分利益 1,755 ―

   利益剰余金合計 20,070 32.9 ― ―

Ⅳ 土地再評価差額金 ※1 279 0.5 ― ―

Ⅴ その他有価証券評価差額金 497 0.8 ― ―

Ⅵ 自己株式 ※7 △    11 △ 0.0 ― ―

   資本合計 33,877 55.6 ― ―

   負債・資本合計 60,981 100.0 ― ―



 
  

第71期
(平成18年３月31日)

第72期 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 ― ― 6,409 9.7

 ２ 資本剰余金

  (1) 資本準備金 ― 6,631

   資本剰余金合計 ― ― 6,631 10.0

 ３ 利益剰余金

  (1) 利益準備金 ― 168

  (2) その他利益剰余金

    固定資産圧縮積立金 ― 45

        別途積立金 ― 18,800

    繰越利益剰余金 ― 2,342

   利益剰余金合計 ― ― 21,355 32.2

 ４ 自己株式 ― ― △ 1,902 △ 2.9

   株主資本合計 ― ― 32,493 49.0

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券評価差額金 ― ― 211 0.3

 ２ 土地再評価差額金 ※1 ― ― 259 0.4

   評価・換算差額等合計 ― ― 471 0.7

   純資産合計 ― ― 32,964 49.7

   負債・純資産合計 ― ― 66,336 100.0



② 【損益計算書】 
  

 
  

第71期
(自 平成17年４月１日  
 至 平成18年３月31日)

第72期
(自 平成18年４月１日  
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 ※1 125,577 100.0 131,487 100.0

Ⅱ 売上原価

 １ 商品期首たな卸高 5,589 5,527

 ２ 当期商品仕入高 114,007 121,534

      合計 119,597 127,062

 ３ 商品期末たな卸高 5,527 7,677

   商品売上原価 114,069 114,069 90.8 119,384 119,384 90.8

   売上総利益 11,507 9.2 12,102 9.2

Ⅲ 販売費及び一般管理費

 １ 荷造・運搬費 806 1,639

 ２ 貸倒引当金繰入額 77 1

 ３ 役員報酬 204 299

 ４ 給料手当・賞与 2,864 2,884

 ５ 賞与引当金繰入額 370 300

 ６ 役員賞与引当金繰入額 ― 43

 ７ 退職給付費用 317 306

 ８ 福利厚生費 371 396

 ９ 旅費交通費 452 444

 10 減価償却費 333 384

 11 賃借料 1,024 1,093

 12 その他 2,050 8,873 7.1 1,739 9,533 7.2

   営業利益 2,633 2.1 2,569 2.0

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 24 14

 ２ 受取配当金 ※1 438 683

 ３ 仕入割引 55 51

 ４ 賃貸料 ※1 66 40

 ５ 経営指導料 ※1 244 224

 ６ 雑収入 38 866 0.7 44 1,059 0.7

Ⅴ 営業外費用

 １ 売上割引 24 21

 ２ 賃貸料原価 15 10

 ３ 為替差損 28 485

 ４ 雑損失 13 82 0.1 36 553 0.4

   経常利益 3,418 2.7 3,075 2.3



 
  

  

第71期
(自 平成17年４月１日  
 至 平成18年３月31日)

第72期
(自 平成18年４月１日  
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅵ 特別利益

 １ 投資有価証券売却益 139 828

 ２ 保険積立金解約益 ― 527

 ３ 固定資産売却益 ※2 119 259 0.2 ― 1,355 1.0

Ⅶ 特別損失

 １ 構造改革費用 ※3 ― 1,005

 ２ 投資有価証券評価損 ― 171

 ３ 減損損失 ※4 ― 36

 ４ 関係会社株式評価損 1,326 ―

 ５ 投資有価証券売却損 12 1,338 1.0 ― 1,213 0.9

   税引前当期純利益 2,339 1.9 3,217 2.4

   法人税、住民税及び事業税 1,579 1,018

   法人税等調整額 △   570 1,008 0.8 222 1,240 0.9

   当期純利益 1,331 1.1 1,977 1.5

   前期繰越利益 755 ―

   土地再評価差額金取崩額 72 ―

   中間配当額 259 ―

   当期未処分利益 1,755 ―



③ 【利益処分計算書】 

  

 
  

第71期
(平成18年６月29日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)

Ⅰ 当期未処分利益 1,755

Ⅱ 任意積立金取崩額

 １ 固定資産圧縮積立金取崩額 0 0

合計 1,756

Ⅲ 利益処分額

 １ 配当金 324

 ２ 役員賞与金

    取締役賞与金 27

    監査役賞与金 2

 ３ 任意積立金

    別途積立金 700 1,054

Ⅳ 次期繰越利益 701



④ 【株主資本等変動計算書】 

第72期(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

   

   
  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本

合計資本 

準備金

資本剰余

金合計

利益 

準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計固定資産 

圧縮積立金

別途 

積立金

繰越利益

剰余金

平成18年３月31日残高(百万円) 6,409 6,631 6,631 168 47 18,100 1,755 20,070 △    11 33,099

事業年度中の変動額

 利益処分による固定資産圧縮 
 積立金取崩額(前期)

△ 0 0 ― ―

 固定資産圧縮積立金取崩額(当期) △ 0 0 ― ―

 利益処分による別途積立金の  
  積立

700 △   700 ― ―

 利益処分による利益の配当 △   324 △   324 △   324

 剰余金の配当 △   357 △   357 △   357

 利益処分による役員賞与 △    29 △    29 △    29

 当期純利益 1,977 1,977 1,977

 自己株式の取得 ― △ 1,891 △ 1,891

 土地再評価差額金取崩額 19 19 19

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計(百万円) ― ― ― ― △ 1 700 587 1,285 △ 1,891 △   606

平成19年３月31日残高(百万円) 6,409 6,631 6,631 168 45 18,800 2,342 21,355 △ 1,902 32,493

評価・換算差額等
純資産合計

その他有価証券
評価差額金

土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 497 279 777 33,877

事業年度中の変動額

 利益処分による固定資産圧縮   
 積立金取崩額(前期)

―

 固定資産圧縮積立金取崩額(当期) ―

 利益処分による別途積立金の 
 積立

―

 利益処分による利益の配当 △   324

 剰余金の配当 △   357

 利益処分による役員賞与 △    29

 当期純利益 1,977

 自己株式の取得 △ 1,891

 土地再評価差額金取崩額 19

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

△   286 △    19 △   306 △   306

事業年度中の変動額合計(百万円) △   286 △    19 △   306 △   912

平成19年３月31日残高(百万円) 211 259 471 32,964



重要な会計方針 

  

 
  

項目
第71期

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

第72期
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法

(1) 満期保有目的の債券

   ……償却原価法

(1) 満期保有目的の債券

同左

(2) 子会社株式及び関連会社株式

   ……移動平均法による原価法

(2) 子会社株式及び関連会社株式

同左

(3) その他有価証券

  時価のあるもの

   決算期末日の市場価格等に基づ

く時価法(評価差額は、全部資

本直入法により処理し、売却原

価は、移動平均法により算定し

ております。)

(3) その他有価証券

  時価のあるもの

   決算期末日の市場価格等に基づ

く時価法(評価差額は、全部純

資産直入法により処理し、売却

原価は、移動平均法により算定

しております。)

  時価のないもの

   移動平均法による原価法

  時価のないもの

同左

２ デリバティブ ――――― 時価法

３ たな卸資産の評価基準及

び評価方法

移動平均法による原価法 同左

４ 固定資産の減価償却の方

法

  ① 有形固定資産 定率法 

 なお、耐用年数及び残存価額につい

ては、法人税法に規定する方法と同一

の基準によっております。ただし、平

成10年４月１日以降に取得した建物

(附属設備を除く)については定額法を

採用しております。

同左

  ② 無形固定資産 定額法 同左

  ③ 長期前払費用 定額法 同左

５ 引当金の計上基準

  ① 貸倒引当金  債権の貸倒れに備えるため、一般債

権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権及び破産更生債権について

は、個別に回収可能性を検討し回収不

能見込額を計上しております(財務内

容評価法)。

同左

  ② 賞与引当金  従業員の賞与の支給に備えるため、

将来の支給見込額のうち当期の負担額

を計上しております。

同左



 

項目
第71期

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

第72期
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

  ③ 役員賞与引当金 ――――― 役員に対して支給する賞与の支出に
充てるため、支給見込額に基づき当期
に見合う額を計上しております。

  ④ 退職給付引当金  従業員の退職給付に備えるため、当

期末における退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当期において発

生していると認められる額を計上して

おります。 

 なお、数理計算上の差異について

は、その発生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数(15年)による

定額法により、それぞれ発生の翌事業

年度から費用処理することとしており

ます。

同左

  ⑤ 役員退職慰労引当金 ―――――

（追加情報）

平成14年6月から役員退職慰労金の

内規を廃止し、以後引当計上を行って

おりません。計上している役員退職慰

労引当金は、役員の退職時まで凍結し

ておりましたが、平成17年6月29日の

株主総会において退任時に支給する旨

の承認を受けたことに伴い全額流動負

債の「未払金」へ振替えております。

―――――

６ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

同左

７ ヘッジ会計の方法

  ① ヘッジ会計の方法  原則として繰延ヘッジ処理によって

おります。なお、為替予約について

は、振当処理の要件を満たしている場

合は振当処理を行っております。

同左

  ② ヘッジ手段とヘッジ

対象

ヘッジ手段 ヘッジ対象

為替予約取引 外貨建債権債務等

同左

  ③ ヘッジ方針  外貨建債権債務等に係る為替変動リ

スクを回避する目的で為替予約取引を

利用しております。その取引は外貨建

債権債務の残高の範囲内で行うことと

しております。

同左

  ④ ヘッジ有効性評価の

方法

 為替予約取引については、ヘッジ対

象とヘッジ手段に関する重要な条件が

同一であり、高い相関関係があると考

えられるため、有効性の判定を省略し

ております。
 

同左

８ その他財務諸表作成のた

めの重要な事項

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜方式によっております。

消費税等の会計処理

同左



会計方針の変更 

 
表示方法の変更 

 
  
  
  

第71期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

第72期
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

（固定資産の減損処理に係る会計基準）

当期より、「固定資産の減損に係る会計基準」（「固

定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」

（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固定資

産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第６号 企業会計基準委員会 平成15年10月31

日）を適用しております。なお、これによる当期の損益

に与える影響はありません。

――――― 

 

――――― 

 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

 当期より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月９日）及

び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等

の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号 平成17年12

月９日）を適用しております。

 なお、従来の「資本の部」の合計に相当する金額は、

純資産の部の金額と同額であります。

 財務諸表等規則の改正により、当期における財務諸表

は、改正後の財務諸表等規則により作成しております。 

――――― 

 

（役員賞与に関する会計基準）

 当期より、「役員賞与に関する会計基準」（企業会計

基準委員会  企業会計基準第４号 平成17年11月29日）を

適用しております。 

 この結果、従来の方法と比較して、営業利益、経常利

益及び税引前当期純利益は、それぞれ43百万円減少して

おります。

第71期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

第72期
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

（貸借対照表）

前期まで、投資その他の資産の「その他」に含めて

表示しておりました「積立保険金」は、当期において

総資産額の1/100を超えたため、当期より区分掲記する

ことといたしました。  

 なお、前期における「積立保険金」は455百万円であ

ります。 

――――― 

 

――――― 

 

 

（貸借対照表） 

前期、独立科目で掲記していた積立保険金（当期末残高5

百万円）は、金額が僅少となったため、投資その他の資

産の「その他」に含めて表示することに変更いたしまし

た。  



注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

 

第71期 
(平成18年３月31日)

第72期
(平成19年３月31日)

※１ 事業用土地の再評価

   「土地の再評価に関する法律」(平成10年３月31

日公布法律第34号)に基づき、事業用の土地の再評

価を行い、当該再評価差額に係る税金相当額を「再

評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上

し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」と

して資本の部に計上しております。

※１ 事業用土地の再評価

   「土地の再評価に関する法律」(平成10年３月31

日公布法律第34号)に基づき、事業用の土地の再評

価を行い、当該再評価差額に係る税金相当額を「再

評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上

し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」と

して純資産の部に計上しております。

   

  ① 再評価の方法

    「土地の再評価に関する法律施行令」(平成10

年３月31日公布政令第119号)第２条第３号に定め

る固定資産税評価額に基づき算出しております。

  ① 再評価の方法

   同左

② 再評価の実施年月日 平成14年３月31日

③ 再評価を行った土地の期末における時価と再評
価後の帳簿価額との差額

△ 358百万円

② 再評価の実施年月日 平成14年３月31日

③ 再評価を行った土地の期末における時価と再評
価後の帳簿価額との差額

△ 331百万円

 

※２ (1) 担保資産

建   物 50百万円

土   地 152百万円

  計 202百万円

     については、仕入債務の担保に供しておりま

す。

 

※２ (1) 担保資産

建   物 47百万円

土   地 118百万円

  計 166百万円

     については、仕入債務の担保に供しておりま

す。

   (2)  投資有価証券348百万円については、取引

保証金の代用として差し入れております。

   (2)  投資有価証券301百万円については、取引

保証金の代用として差し入れております。

※３ 授権株式数    普通株式 120,000,000株

   発行済株式総数  普通株式 32,489,640株

３ ――――― 

 

 

 ４ 偶発債務

    関係会社等の金融機関からの借入金等に対し

て、次のとおり債務保証及び保証予約を行ってお

ります。

   (保証債務)

黒田電气(上海)有限公司 340百万円

(1百万米ドル、3百万人民元)

黒田テクノ㈱ 154百万円(注)

台湾黒田電器股份有限公司 676百万円

(187百万台湾ドル)

Z.クロダ (タイランド)CO.,LTD. 157百万円(注)

     計 1,329百万円

 ４ 偶発債務

    関係会社等の金融機関からの借入金等に対し

て、次のとおり債務保証及び保証予約を行ってお

ります。

   (保証債務)

台湾黒田電器股份有限公司 714百万円

黒田電气(上海)有限公司 324百万円

Z.クロダ (タイランド)CO.,LTD. 71百万円 (注)

クロダ エレクトリック フィリピンズ,INC. 53百万円

天津黒田貿易有限公司  20百万円

大連黒田貿易有限公司  16百万円

黒田テクノ㈱ 0百万円

   計 1,200百万円

 

   (保証予約)

黒田電气(上海)有限公司 453百万円

(3百万米ドル)

Z.クロダ(タイランド)CO.,LTD. 30百万円

(10百万タイバーツ)

     計 483百万円

   (注) 支払リース契約残高に対するものが含まれ

ております。

 

   (保証予約)

黒田電气(上海)有限公司 465百万円

Z.クロダ(タイランド)CO.,LTD. 128百万円

    計 593百万円

   (注) 支払リース契約残高に対するものが含まれ

ております。



 
  

第71期 
(平成18年３月31日)

第72期
(平成19年３月31日)

※５ 区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対する主なものは次のとおりでありま

す。

売掛金 7,719百万円

支払手形 91百万円

買掛金 767百万円

 

※５ 区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対する主なものは次のとおりでありま

す。

売掛金 7,672百万円

 ６ 配当制限

  (1)  有価証券の時価評価により、純資産額が

497百万円増加しております。なお、当該金額

は商法施行規則第124条第３号の規定により、

配当に充当することが制限されております。

６ ――――― 

 

  

  (2) 「土地の再評価に関する法律」(平成10年３月

31日公布法律第34号)の規定により、利益の配

当に充当することが制限されている純資産額

279百万円

  

 
※７ 自己株式の保有数 普通株式 7,458株 ７ ――――― 

 

８ ――――― 

 

※８ 期末日満期手形の会計処理については、手形交換

日をもって決済処理をしております。

なお、当期末日が金融機関の休日であったため、

次の期末日満期手形が、期末残高に含まれておりま

す。

受取手形 240百万円

支払手形 753百万円

 ９  当社は安定的な資金調達手段の確保及び資金効

率の改善を図るとともに、将来の資金需要への対

応力を向上させるため、取引銀行２行との間で総

額100億円のコミットメントライン契約を締結し

ております。

    なお、当事業年度においては、当該コミットメ

ントラインの実行は行っておりません。

 ９         同左

    

   

    



(損益計算書関係) 

  

 
  

第71期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

第72期
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※１ 関係会社との主な取引は次のとおりであります。

売上高 25,160百万円

受取配当金 422百万円

経営指導料 244百万円

賃貸料 64百万円
 

※１ 関係会社との主な取引は次のとおりであります。

売上高 30,323百万円

受取配当金 648百万円

経営指導料 224百万円

※２ 固定資産売却益

    土地の売却によるものであります。

２ ――――― 

 

３ ――――― 

 

※３ 構造改革費用

事業改革を実施したことに伴う株式評価損及び引

当計上によるものであります。

４ ――――― 

 

 

※４ 減損損失 

当期において、当社は以下の資産について減損損

失を計上しております。

場所 用途 種類
減損損失

（百万円）

埼玉県大里郡

遊休不動産 土地
33

江南町

三重県名張市 2

計 36

当社は、事業資産については管理会計上の区分に

基づき、遊休資産については個々の資産を１つの単

位として資産のグルーピングを行っております。  

 遊休資産については、地価の下落により市場価格

が帳簿価額を下回り、かつ、今後の利用計画も定ま

っていない資産について、帳簿価額を回収可能価額

まで減額し、減損損失（36百万円）を計上しており

ます。  

 なお、回収可能価額は、正味売却価額により測定

しており、主として固定資産税評価額に合理的な調

整を行った価額により評価し、重要性の高い資産に

ついては不動産鑑定評価額等に基づいて評価してお

ります。 



(株主資本等変動計算書関係) 

第72期(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

１ 自己株式に関する事項 

   

(変動事由の概要)  

自己株式増加の内訳は、次のとおりであります。 

 市場での買取りによる増加      1,800,000株 

 単元未満株式の買取りによる増加     592株 

  

(リース取引関係) 

  

 
  

株式の種類 前期末 増加 減少 当期末

普通株式(株) 7,458 1,800,592 ――― 1,808,050

第71期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

第72期
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

取得価額 
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高
相当額 
(百万円)

工具・器具 
及び備品

615 317 297 

無形固定資産 

・その他
554 167 386 

合計 1,169 484 684 

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高 
相当額 
(百万円)

工具・器具
及び備品

534 303 230

無形固定資産 

・その他
684 306 377

合計 1,218 610 608

② 未経過リース料期末残高相当額

１  年  内 235百万円

１  年  超 485百万円

   合計 721百万円

② 未経過リース料期末残高相当額

１  年  内 240百万円

１  年  超 378百万円

 合計 618百万円

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 272百万円

減価償却費相当額 256百万円

支払利息相当額 19百万円

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 191百万円

減価償却費相当額 182百万円

支払利息相当額 8百万円

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

減価償却費相当額
の算定方法

…  リース期間を耐用年数と

し、残存価額を零とする定

額法によっております。

利息相当額の 
算定方法

…  リース料総額とリース物

件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期

への配分方法については、

利息法によっております。

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

減価償却費相当額
の算定方法

… 同左

利息相当額の
算定方法

… 同左



(有価証券関係) 

第71期(平成18年３月31日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

第72期(平成19年３月31日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

(税効果会計関係) 

  

 
  

  

  

第71期
(平成18年３月31日)

第72期
(平成19年３月31日)

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(繰延税金資産)

 関係会社株式評価損 774 百万円

 退職給付引当金 287

 賞与引当金 150

 役員退職慰労金未払計上 96

 貸倒引当金繰入 83

 未払事業税 72

 投資有価証券評価損 26

 ゴルフ会員権評価損 21

 その他 43

 繰延税金資産合計 1,556

(繰延税金負債)

 その他有価証券評価差額金 341

 固定資産圧縮積立金 31

 繰延税金負債小計 373

 繰延税金資産の純額 1,182

  

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(繰延税金資産)

関係会社株式評価損 452 百万円

退職給付引当金 278

貸倒引当金繰入 183

賞与引当金 122

役員退職慰労金未払計上 93

投資有価証券評価損 90

未払事業税 31

ゴルフ会員権評価損 13

その他 53

繰延税金資産合計 1,319

(繰延税金負債)

その他有価証券評価差額金 145

固定資産圧縮積立金 31

繰延税金負債小計 176

繰延税金資産の純額 1,142

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった項目別の内訳

 法定実効税率      40.7 %

  (調整)

  交際費等永久に損金に算入され
ない項目

      1.5

  住民税均等割等       1.3

  その他    △ 0.4

  税効果会計適用後の法人税等の
負担率

     43.1

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった項目別の内訳

法定実効税率 40.7 %

(調整)

 交際費等永久に損金に算入され
ない項目

2.2

 住民税均等割等 1.0

 受取配当金の益金不算入 △ 2.8

 外国税額みなし控除 △ 2.5

 税効果会計適用後の法人税等の
負担率

38.6



(１株当たり情報) 

  

 
(注) 算定上の基礎 

 １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益 

  

 
  

  

(重要な後発事象) 

 該当事項はありません。 
  

  

  

  

第71期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

第72期
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり純資産額 1,042.04円 １株当たり純資産額 1,074.42円

１株当たり当期純利益 40.13円 １株当たり当期純利益 62.31円

 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

39.97円

 

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

― 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について
は、希薄化を有している潜在株式が存在しないため記載
しておりません。

第71期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

第72期
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり当期純利益

 当期純利益(百万円) 1,331 1,977

 普通株主に帰属しない金額(百万円) 29 ―

  (うち利益処分による役員賞与金) ( 29) ( ― )

 普通株式に係る当期純利益(百万円) 1,301 1,977

 期中平均株式数(千株) 32,437 31,727

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

 当期純利益調整額(百万円) ― ―

 普通株式増加数(千株) 132 ―

  (うち新株予約権方式によるストックオプション) ( 132) ( ― )

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た
り当期純利益の算定に含めなかった潜在株式の概要

― 新株予約権 
株主総会決議日 
平成14年6月27日 
(新株予約権2,306個）
詳細については、第4

提出会社の状況1株式等
の状況（2）新株予約権
等の状況に記載のとおり
であります。



⑤ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

 

銘柄 株式数(株)
貸借対照表計上額

(百万円)

投資有価証券 その他有価証券 伯東㈱ 191,400 348

シャープ㈱ 135,725 308

日本バルカー工業㈱ 576,000 261

㈱三井住友フィナンシャルグループ 143 153

オムロン㈱ 40,000 125

住友電工㈱ 55,543 99

住友金属工業㈱ 152,074 92

㈱東芝 68,033 53

㈱三菱電機 39,542 48

㈱島津製作所 45,344 46

その他36銘柄 660,960 394

計 1,964,767 1,931

 



【有形固定資産等明細表】 

  

 
  

【引当金明細表】 

  

 
(注) 貸倒引当金の当期減少額のその他は、一般債権の貸倒実績率による洗替額等であります。 

  

資産の種類
前期末残高 
(百万円)

当期増加額 
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額
(百万円)

当期償却額 
(百万円)

差引当期末 
残高(百万円)

有形固定資産

 建物 2,015 7 ― 2,023 887 50 1,135

 構築物 73 1 ― 74 43 2 30

 機械及び装置 112 ― ― 112 83 6 29

 工具・器具及び備品 2,661 294 22 2,932 2,515 281 417

 土地 1,935 ―
36

（36）
1,898 ― ― 1,898

有形固定資産計 6,798 302
59

（36）
7,042 3,529 340 3,512

無形固定資産

 電話加入権 18 0 ― 18 ― ― 18

 その他 212 63 0 275 92 46 183

無形固定資産計 231 63 0 294 92 46 202

長期前払費用 89 8 4 92 22 7 69

(注)  1. 工具・器具及び備品の当期増加額は、主に金型の取得によるものであります。

      2. 当期減少額のうち（ ）内は内書きで減損損失の計上額であります。
      

区分
前期末残高 
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用) 
(百万円)

当期減少額
(その他) 
(百万円)

当期末残高 
(百万円)

貸倒引当金 251 296 17 54 476

賞与引当金 370 300 370 ― 300

役員賞与引当金 ― 43 ― ― 43



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

① 資産の部 

ａ 現金及び預金 

  

 
  

ｂ 受取手形 

ア 相手先別内訳 

  

 
  

イ 期日別内訳 

  

 
  

  
  

区分 金額(百万円)

現金 ―

預金

当座預金 6,521

普通預金 11

別段預金 12

小計 6,546

合計 6,546

相手先 金額(百万円)

シャープ㈱ 383

シライ電子工業㈱ 360

エルナー㈱ 137

ＴＰＯディスプレイジャパン㈱ 90

矢作産業㈱ 52

その他 413

計 1,437

期日 金額(百万円)

平成19年４月 520

    ５月 162

    ６月 215

    ７月 461

    ８月 70

    ９月 7

計 1,437



ｃ 売掛金 

ア 相手先別内訳 
  

 
  

イ 売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 
  

 
(注) 消費税等の会計処理は税抜方式を採用していますが、上記当期発生高には消費税等が含まれております。 

  

ｄ 商品 
  

 
  

ｅ 関係会社株式 
  

相手先 金額(百万円)

㈱デンソー 4,951

上海黒田貿易有限公司 2,283

黒田電气（香港）有限公司 1,862

富士通テン㈱ 1,811

㈱日立メディアエレクトロニクス 1,398

その他 23,364

計 35,673

期首残高 
(百万円) 

 
(Ａ)

当期発生高 
(百万円) 

 
(Ｂ)

当期回収高
(百万円) 

 
(Ｃ)

当期末残高
(百万円) 

 
(Ｄ)

 

回収率(％)

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日)
(Ａ)＋(Ｄ)

２
(Ｂ)
365

33,131 135,497 132,956 35,673 78.85 92.67

区分 金額(百万円)

電気材料 2,759

一般電子部品 1,164

半導体 3,654

その他 99

計 7,677

銘柄 金額(百万円)

子会社株式

㈱コムラテック 1,683

黒田テクノ㈱ 1,250

Z.クロダ(タイランド)CO.,LTD. 707

クロダ エレクトリックU.S.A.INC. 179

Z.クロダ(シンガポール)PTE.LTD. 85

クロダ エレクトリック コリア INC. 70

黒田電气(香港)有限公司 54

Z.クロダ エレクトリックCO.,LTD.他3社 55

合計 4,086



② 負債の部 

ａ 支払手形 

ア 相手先別内訳 

  

 
  

イ 期日別内訳 

  

 

 
ｂ 買掛金 

  

 
(注) グローバルファクタリング㈱に対する買掛金は、取引先の売掛債権譲渡契約によるものであります。 

  

  

(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

相手先 金額(百万円)

エルナー㈱ 1,276

東海プレス工業㈱ 305

飯田通商㈱ 261

㈱サーモセッタ 143

㈱朝日ラバー 140

その他 1,099

計 3,227

期日 金額(百万円)

平成19年４月 1,514

    ５月 573

    ６月 536

    ７月 603

計 3,227

相手先 金額(百万円)

グローバルファクタリング㈱ 9,243

住友ベークライト㈱ 4,062

住友スリーエム㈱ 3,727

シャープ㈱ 2,923

大日本インキ化学工業㈱ 959

その他 7,109

計 28,025



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

 
  

  

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類 100株券 1,000株券 10,000株券

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日

１単元の株式数 100株

株式の名義書換え

  取扱場所
大阪市中央区伏見町三丁目６番３号
 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 大阪証券代行部

  株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

  取次所
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国本支店
野村證券株式会社 全国本支店

  名義書換手数料 無料

  新券交付手数料 無料

単元未満株式の買取り

  取扱場所
大阪市中央区伏見町三丁目６番３号
 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 大阪証券代行部

  株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

  取次所
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国本支店
野村證券株式会社 全国本支店

  買取手数料 無料

公告掲載方法 日本経済新聞

株主に対する特典 なし



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社には親会社等はありません。 

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。 

  

(1) 有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度 第71期(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日)平成18年６月30日 

関東財務局長に提出 

  

(2) 臨時報告書 

 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第2項第4号（主要株主の異動）の規定に基づき 

臨時報告書を平成18年9月1日関東財務局長に提出 

 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第2項第9号（代表者の異動）の規定に基づき 

臨時報告書を平成19年6月25日関東財務局長に提出 

  

(3) 半期報告書 

 事業年度 第72期中(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日)平成18年12月20日 

関東財務局長に提出 

  

(4) 自己株券買付状況報告書 

 
  

  

該当事項はありません。 

  

平成18年11月 1日

平成18年12月 4日

平成19年 1月 5日

平成19年 1月29日 以上関東財務局長に提出

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成18年６月29日

黒田電気株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている黒田電気株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、す

なわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附

属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の

立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、黒田電気株式会社及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているも

のと認める。 

  

 追記情報 

 会計処理の変更に記載のとおり、一部の在外連結子会社は、当連結会計年度より、所在国における固定資

産の減損に係る会計基準を適用している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

  

 

あずさ監査法人

指定社員
業務執行社員

公認会計士  中  尾  正  孝  ㊞

指定社員
業務執行社員

公認会計士  松  山  和  弘  ㊞

指定社員
業務執行社員

公認会計士  宮  本  敬  久  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成19年６月28日

黒田電気株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている黒田電気株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、す

なわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及

び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任

は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、黒田電気株式会社及び連結子会社の平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているも

のと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

  

 

あずさ監査法人

指定社員
業務執行社員

公認会計士  中  尾  正  孝  ㊞

指定社員
業務執行社員

公認会計士  松  山  和  弘  ㊞

指定社員
業務執行社員

公認会計士  宮  本  敬  久  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成18年６月29日

黒田電気株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている黒田電気株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第71期事業年度の財務諸表、すな

わち、貸借対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、黒田電気株式会社の平成18年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を

すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

  

 

あずさ監査法人

指定社員
業務執行社員

公認会計士  中  尾  正  孝  ㊞

指定社員
業務執行社員

公認会計士  松  山  和  弘  ㊞

指定社員
業務執行社員

公認会計士  宮  本  敬  久  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成19年６月28日

黒田電気株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている黒田電気株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第72期事業年度の財務諸表、すな

わち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸

表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することに

ある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、黒田電気株式会社の平成19年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を

すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

  

 

あずさ監査法人

指定社員
業務執行社員

公認会計士  中  尾  正  孝  ㊞

指定社員
業務執行社員

公認会計士  松  山  和  弘  ㊞

指定社員
業務執行社員

公認会計士  宮  本  敬  久  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。
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